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   第 ５ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

令和２年10月20日(火曜日) 

午前10時０分開議 

            午前11時12分休憩 

午前11時16分開議 

午後０時11分休憩 

            午後１時０分開議 

            午後２時40分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第35号 令和元年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

議案第40号 令和元年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 議案第41号 令和元年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 議案第42号 令和元年度熊本県用地先行取

得事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 議案第44号 令和元年度熊本県林業改善資

金特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

 議案第45号 令和元年度熊本県沿岸漁業改

善資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

議案第47号 令和元年度熊本県流域下水道

事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(11人) 

        委 員 長 田 代 国 広 

        副委員長 髙 木 健 次 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員 河 津 修 司 

        委  員 西 山 宗 孝 

        委  員 竹 﨑 和 虎 

        委  員 池 永 幸 生 

        委  員 城 戸   淳 

        委  員 本 田 雄 三 

欠 席 委 員(１人) 

        委  員 荒 川 知 章 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 竹 内 信 義 

       政策審議監 

兼団体支援課長 千 田 真 寿 

      生産経営局長 下 田 安 幸 

      農村振興局長 久保田   修 

        森林局長 古 賀 英 雄 

        水産局長 山 田 雅 章 

       首席審議員 

兼農林水産政策課長 渡 邉 泰 浩 

 流通アグリビジネス課長 深 川 元 樹 

      農業技術課長 酒瀬川 美 鈴 

       首席審議員 

兼農産園芸課長 井 上 克 浩 

         政策監 德 永 浩 美 

        畜産課長 上 村 佳 朗 

  農地・担い手支援課長 楮 本 亮 治 

      農村計画課長 渡 辺 昌 明 

      農地整備課長 清 藤 浩 文 

     むらづくり課長 後 藤 雅 彦 

      技術管理課長 田 島   宏 

      森林整備課長 笹 木 征 道 

      林業振興課長 山 下 裕 史 

      森林保全課長 大 岩 禎 一 

      水産振興課長 中 原 康 智 

    漁港漁場整備課長 緒 方   誠 
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土木部 

部 長 上 野 晋 也 

       総括審議員 

     兼河川港湾局長 永 松 義 敬 

政策審議監 野 﨑 真 司 

       道路都市局長 村 上 義 幸 

       建築住宅局長 原 井   正 

         監理課長 木 山 晋 介 

       用地対策課長 馬 場 一 也 

     土木技術管理課長 桑 元 伸 二 

       道路整備課長 森      博 昭 

       道路保全課長  吉ヶ嶋 雅 純 

       都市計画課長 宮 島   哲  哉 

下水環境課長 森     裕

           河川課長  菰 田 武 志 

港湾課長  原     浩 

砂防課長  西 田   守 

           建築課長 小路永      守 

営繕課長  緒 方  康  伸

                住宅課長  折  田 義  浩 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 本 田 充 郎 

          会計課長 村 上   勲 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

          局 長 冨 永 章 子 

         監査監 林 田 孝 二 

         監査監 松 岡 貴 浩 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 山 本 さおり 

議事課課長補佐 門 垣 文 輝 

       議事課主幹 宗 像 克 彦

  ――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○田代国広委員長 それでは、ただいまから

第５回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日は、午前に農林水産部の審査を行い、

午後から土木部の審査を行うこととしており

ます。 

 それでは、これより農林水産部の審査を行

います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、農林水産部長から決算概要の総

括説明を行い、続いて、担当課長から順次資

料の説明をお願いします。 

 初めに、竹内農林水産部長。 

 

○竹内農林水産部長 農林水産部でございま

す。 

 決算の御説明に先立ちまして、昨年度の決

算特別委員長報告において、施策推進上改善

または検討を要する事項等とされた２点につ

きまして、その後の措置状況を御報告いたし

ます。 

 第１点目は、環境生活部、商工観光労働

部、農林水産部の共通事項といたしまして、

「有害鳥獣の捕獲、自然公園の施設整備等複

数の部が所管する業務について、観光や農業

等、関係各部・各課とさらに庁内の連携を図

りながら、総合的な対策を全庁的に行うこ

と。」との御指摘でした。 

 先日の委員会で、環境生活部から総括的な

説明をさせていただいておりますが、当部に

関する部分について具体的に説明させていた

だきます。 

 有害鳥獣の捕獲につきましては、農林水産

部では、健康福祉部、環境生活部や警察本

部、広域本部、地域振興局など30課で構成す

る熊本県農林水産業鳥獣被害対策プロジェク

ト会議を平成23年度に設置いたしました。以

降、継続的に庁内の連携強化に取り組んでお

ります。 

 この会議では、基本的には、農林水産業に

おける有害鳥獣に関する情報収集及び共有を
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図っておりますが、令和元年11月の会議に

は、県民の安全確保の観点から、新たに危機

管理防災課を追加するとともに、熊本市農業

支援課鳥獣対策室を招き、住宅地等における

有害鳥獣への対応状況を共有するなど議論を

深めております。 

 引き続き、このプロジェクト会議を通じ、

有害鳥獣への総合的な対策に取り組んでまい

ります。 

 第２点目は、「内水面漁業協同組合への対

応について、漁協の指導方針等の改定による

巡回指導や検査時の指導徹底並びに協賛金の

使途の確認及び協賛金納付者への使途の明確

化の指導が行われるなど改善が進んでいる

が、今後も土木部と連携し、県民目線を意識

したさらなる取り組みに努めること。」との

御指摘でした。 

 まず、土木部との連携につきましては、内

水面に影響を及ぼす公共工事施工に際し、関

係漁協に対し工事着手前に県が工事内容を説

明すること、工事着手後も施工内容に関する

調整が必要な場合は、県も一緒に対応するこ

とを土木部と共通化しております。 

 次に、県民目線を意識した取組につきまし

ては、公共的団体である内水面漁協が、漁業

権を濫用した根拠のない協賛金等の受入れ

や、団体の設置目的から逸脱した事業執行を

行うことがないよう、昨年度から、漁協役員

等を対象とした研修会を開催するとともに、

県の漁協指導方針等を改定した上で、協賛金

の受入れ手続が適切に行われているか、その

使途が魚族の繁殖保護活動等協賛金の趣旨に

沿ったものとなっているかの確認を全ての内

水面漁協を対象に実施しております。 

 今般、協賛金拠出者への活動報告の開示状

況を確認いたしましたところ、開示に着手し

ている団体が３割にとどまっていたことを踏

まえ、巡回指導や常例検査の際に開示に向け

た指導を徹底するとともに、県において、協

賛金による繁殖保護活動を把握した上で、今

年度末を目途に県のホームページで公表する

ことといたしました。 

 このように、協賛金の使途の透明性を高め

ていくことで、県民の目線がより届くように

なることから、内水面漁協自らが繁殖保護活

動の実績やその財源、活動の様子などを積極

的に情報公開するよう、今後とも内水面漁協

の指導に丁寧に取り組んでまいります。 

 続きまして、農林水産部における一般会

計、特別会計の令和元年度決算の概要につい

て御説明申し上げます。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 

 まず、歳入につきましては、一般会計と２

本の特別会計を合わせまして、収入済額は

507億8,600万円余で、不納欠損はございませ

ん。 

 なお、収入未済額は１億8,100万円余で、

農林漁業者への貸付金等でございます。 

 次に、歳出については、支出済額は749億

7,500万円余、翌年度繰越額は380億4,900万

円余で、工事資材の調達や建設関係技能者の

確保が困難となるなど、やむを得ず繰り越し

たものです。 

 また、不用額は62億4,800万円余で、補助

事業における要望額の減等に伴うものです。 

 以上が農林水産部の決算の概要でございま

す。 

 詳細につきましては、各課長から御説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願い

申し上げます。 

 

○田代国広委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○渡邉農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 初めに、監査結果についてでございます

が、農林水産部に関しましては、指摘事項は

ございませんでした。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 
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 農林水産政策課に係る歳入ですが、不納欠

損額、収入未済額ともにございません。 

 下から３段目の農林水産関係事業助成金に

つきましては、バリ州との農畜産業技術交流

事業におきまして、新型コロナウイルス感染

症等の影響により、財源として見込んでいた

ＪＩＣＡ事業が実施されなかったことによる

ものです。 

 続きまして、歳出について御説明申し上げ

ます。 

 下のページをお願いいたします。 

 ２段目の農業総務費について､不用額1,070

万円余を計上しておりますが、主に事業量の

減に伴う執行残でございます。翌年度への繰

越しはございません。 

 農林水産政策課は以上でございます。 

 

○千田政策審議監 団体支援課でございま

す。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額は

ございません。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ２段目の農業改良資金貸付金回収金及び最

下段の貸付金延滞違約金については、収入未

済額がございますが、これらにつきまして

は、後ほど別冊の附属資料で説明させていた

だきます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 ８ページをお願いいたします。 

 最下段の農業金融対策費ですが、これは、

農業関係の各種制度資金に係る経費でござい

ます。 

 翌年度繰越額につきましては、後ほど、こ

ちらの別冊の附属資料で説明いたします。 

 不用額3,184万円を計上していますが、主

に貸付金の資金需要が見込みを下回ったこと

になどによる執行残でございます。 

 10ページをお願いいたします。 

 上段の林業振興指導費は、森林組合に対す

る指導のための経費と林業振興資金貸付金、

最下段の水産業協同組合指導費は、漁協に対

する指導や漁業振興貸付金ですが、両経費の

翌年度繰越額につきましても、後ほど附属資

料のほうで説明いたします。 

 12ページをお願いいたします。 

 林業改善資金特別会計でございます。 

 まず、歳入について、不納欠損はございま

せん。 

 13ページをお願いいたします。 

 中段の林業・木材産業改善資金違約金につ

きましては、収入未済額がございますが、一

般会計同様、こちらも後ほど附属資料で説明

させていただきます。 

 14ページをお願いいたします。 

 歳出についてですが、上から２段目の林

業・木材産業改善資金助成金は、林業及び木

材産業での経営改善等への取組を支援するた

め、無利子で貸し付ける資金でございます。 

 不用額7,487万円余を計上しております

が、資金需要額が見込額を下回ったことによ

るものでございます。 

 15ページをお願いいたします。 

 沿岸漁業改善資金特別会計でございます。 

 歳入について、不納欠損はございません。 

 下から２段目の沿岸漁業改善資金貸付金償

還元金と最下段の貸付金延滞違約金の収入未

済につきましても、附属資料で説明させてい

ただきます。 

 16ページをお願いいたします。 

 歳出ですが、沿岸漁業改善資金貸付金は、

漁業経営の近代化に必要な資金を無利子で貸

し付けるものでございますが、不用額1,268

万円余につきましては、資金需要額が見込額

を下回ったことによるものでございます。 

 続きまして、附属資料の１ページをお願い

いたします。 

 今年度に繰越しになった事業について説明

いたします。 
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 １段目の農業信用基金協会出資補助、そし

て３段目の新型コロナウイルス対策経営安定

資金(農業)、同じく４段目、同資金(林業)、

最下段の同資金(漁業)につきましては、３月

専決処分で成立した予算を繰り越したもので

す。 

 ２段目の平成28年熊本地震被害対策資金

(農業)は、関係事業に合わせ予算を繰り越し

たものになります。 

 84ページをお願いいたします。 

 団体支援課の収入未済の状況について御説

明いたします。 

 まず、上段の表、一般会計ですが、農業改

良資金貸付金回収金、右から４列目の収入未

済額1,969万円と、その次の貸付金延滞違約

金726万円余が収入未済となっております。

このうち、本年８月末までに22万円余を回収

しております。 

 中段の林業改善資金特別会計については、

昨年度、林業・木材産業改善資金の収入未済

となっていた元金の償還が完了したことで延

滞違約金が確定し、新たに2,249万円余の収

入未済が発生、未済額全体では2,289万円余

となりました。本年度は、８月末までに10万

円余を回収しております。 

 下段の沿岸漁業改善資金特別会計について

は、上の元金864万円、下の貸付金延滞違約

金384万円余が収入未済となっておりまし

て、本年度は、８月末までに14万円余を回収

しております。 

 85ページをお願いいたします。 

 上段の表は、収入未済額の過去３年の推移

になります。 

 １段目、２段目の農業改良資金の元金と違

約金の合計額は、前年度と比較すると114万

円余減少しております。 

 ３段目の漁協金融円滑化貸付金につきまし

ては、延滞違約金につきまして、誓約書に基

づき、毎年37万円余を分納中です。 

 ４段目、５段目の林業・木材産業改善資金

につきましては、先ほど説明しましたとお

り、元金46万円の回収で、元金償還完了によ

り延滞違約金が確定し、新たに2,249万円余

の収入未済が発生したものです。 

 ６段目、７段目の沿岸漁業改善資金の元金

と違約金の合計額は、前年度と比較すると59

万円余減少しております。 

 団体支援課分の収入未済額全体としては、

昨年度発生した新たな収入未済は、償還して

います林業・木材産業改善資金の新たに発生

した延滞違約金のみですが、過年度分の収入

未済額全体は、前年度と比較して258万円の

減となる一方、現年度分延滞違約金の増によ

り、全体としては1,991万円余の増で6,234万

円余となりました。 

 85ページ、下段の収入未済額の状況です

が、延滞者の数は、下段合計欄のとおり16名

で、いずれも分納により納付をいただいてい

るところです。 

 86ページをお願いいたします。 

 未収金対策についてですが、農林漁業のい

ずれの貸付金におきましても、管理台帳で償

還状況の点検、把握を行っておりまして、分

納計画を確実な納付に結びつけるため、債務

者に加え、連帯保証人に対しても、面談や電

話等による催告を徹底しております。 

 また、新たな未収金の発生を防止するた

め、延滞発生後は速やかに督促を行うほか、

農協、漁協、森林組合を通じ、経営状況を把

握し、催告を行っているところです。 

 未収金の回収につきましては、今後とも関

係機関と連携を図り、経営状況等も把握しな

がら回収に努めてまいります。 

 団体支援課は以上です。御審議よろしくお

願いいたします。 

 

○深川流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 説明資料にお戻りいただきまして、17ペー

ジをお願いいたします。 
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 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額ともございません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

ついて御説明いたします。 

 17ページの３段目の地方創生推進交付金に

つきましては、8,800万円余を計上しており

ます。これは、地域未来モデル事業における

翌年度への繰越し等によるものでございま

す。 

 17ページの６段目の食料産業・６次産業化

交付金につきましては、１億5,000万円を計

上しております。これは、輸出向けＨＡＣＣ

Ｐ等対応施設整備緊急対策事業(Ｒ元経済対

策分)における翌年度への繰越しによるもの

でございます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 18ページをお願いいたします。 

 ２段目の農業総務費につきまして、不用額

は１億7,300万円余を計上しておりますが、

主に事業量の減少や事業未実施による執行残

でございます。 

 次に、下のページを御覧ください。 

 ２段目の農業改良普及費について、不用額

は1,700万円余を計上しておりますが、主に

事業量の減少等に伴う執行残でございます。 

 翌年度繰越額につきましては、別冊の別添

資料で御説明いたします。 

 続きまして、附属資料の２ページをお願い

いたします。 

 今年度に繰越しとなった事業について御説

明いたします。 

 １段目の地域未来モデル事業(農林水産分

野)につきましては、関係機関との施工協議

に不測の日数を要したため、やむを得ず繰り

越したものですが、８月までに全て完了して

おります。 

 ２段目の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整

備緊急対策事業につきましては、国の経済対

策に伴い、２月補正で成立した予算であり、

年度内に事業完了が見込めず、繰越しを行っ

たものでございます。 

 ３段目の企業の農業参入促進・定着支援事

業につきましては、資機材及び建設関係技能

者の不足により不測の日数を要し、やむを得

ず繰り越したものですが、６月までに全て完

了しております。 

 流通アグリビジネス課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○酒瀬川農業技術課長 農業技術課でござい

ます。 

 説明資料の20ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額はござい

ません。 

 23ページの雑入に収入未済額がございます

が、これにつきましては、後ほど附属資料に

て御説明させていただきます。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、21ページ、２段目の地方創生

拠点整備交付金ですが、これは、繰越しに伴

う前年度分収入による増でございます。 

 22ページをお願いいたします。 

 ５段目の農畜産物売払収入ですが、これ

は、農業研究センターにおける生産物売払い

収入で、農畜産物の収量増によるものでござ

います。 

 次のページ、４段目の植防協等業務受託事

業収入(企画)では、国の追加補正予算の受託

試験に応募し、年度内に収入ができなかった

ため、減額しております。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 24ページをお願いいたします。 

 最下段の農業改良普及費でございますが、

これは、普及職員の人件費や活動費でござい

ます。 

 不用額2,700万円余を計上しております

が、主に経費節減や人件費の執行残でござい
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ます。 

 次のページの下段の農作物対策費でござい

ますが、これは、主に環境保全型農業の推進

に要する経費です。 

 不用額2,300万円余を計上しております

が、主に国からの内示減や経費節減に伴う執

行残でございます。 

 26ページをお願いいたします。 

 下段の農業研究センター費でございます。 

 不用額9,500万円余を計上しております

が、主に施設整備や修繕工事の入札に伴う執

行残でございます。 

 続きまして、附属資料の３ページをお願い

いたします。 

 今年度に繰越しとなった事業について御説

明いたします。 

 １段目の草地畜産研究所における給油施設

整備と３段目の災害復旧事業は、工事の調整

に不測の日数を要したため、次年度に繰り越

しましたが、現在、工事は完了しておりま

す。 

 ２段目の外部資金(Ｒ元経済対策分)は、草

地畜産研究所における放牧牛の管理システム

研究で、国の経済対策に伴い、２月補正で成

立した予算であり、年度内の事業完了が見込

めなかったため、繰り越したもので、今年度

内には研究が完了する予定です。 

 飛びまして、87ページをお願いいたしま

す。 

 収入未済額の状況につきましては、１の歳

入決算の状況のとおり、収入未済額が５万

5,000円となっております。これは、平成28

年11月に発生しました公用車の交通事故に伴

う損害賠償金でございます。債務者が服役中

のため、昨年度は徴収できておりません。定

期的に債務者の母親から情報収集をするな

ど、現況確認を行っているところです。 

 農業技術課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○井上農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 説明資料にお戻りいただきまして、28ペー

ジをお願いいたします。 

 一般会計の歳入につきましては、不納欠損

額、収入未済額ともございません。 

 予算現額と収入済額との比較で差額の大き

いものを中心に説明させていただきます。 

 ２段目の国庫支出金、国庫補助金につきま

しては、30億700万円余のマイナスとなって

おります。 

 主なものの一つとして、４段目の国産農産

物生産・供給体制強化対策費補助です。 

 右の備考欄のとおり、産地パワーアップ事

業費補助金の事業量の減及び入札残に伴う減

です。具体的には、令和元年度２月補正で予

算化した10億円を全額繰り越しました。ま

た、強い農業・担い手づくり総合支援交付金

へ移行したものもあり、その他事業規模の縮

小あるいは事業実施の延期、入札残等々によ

り差額が生じております。 

 次に、下のページをお願いいたします。 

 １段落目、農業・食品産業強化対策整備交

付金です。 

 右の備考欄のとおり、強い農業・担い手づ

くり総合支援交付金です。繰越しに伴う減及

び入札残による減です。具体的には、労務者

の確保や集出荷施設等々の資材購入が困難と

なり、必要な工期を確保できなかったことに

よる繰越しと入札減により差額が生じまし

た。 

 30ページをお願いいたします。 

 １段目の諸収入ですが、３億7,400万円余

の減額となっております。この主なものは、

４段落目の産地パワーアップ事業補助金で

す。この産地パワーアップ事業分は、国から

全国団体に基金として積み立てられた財源を

活用するもので、繰越しに伴う減及び入札残

の減によるものでございます。 

 次に、下の歳出についてです。 
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 翌年度繰越額及び不用額とも、最下段から

32ページにかけての農作物対策費が中心で

す。 

 繰越額22億4,800万円余は、後ほど別冊の

附属資料の中で一括して説明させていただき

ます。 

 また、不用額は、12億5,800万円余生じて

おります。その主な理由としては、31ページ

の最下段、備考欄にあります理由の１、計画

変更、事業量の減少に伴う執行残によるもの

ですが、その多くは産地パワーアップ事業に

係るものです。12億の予算を確保していまし

たが、他事業への移行、それから事業規模の

縮小等で10億円余の不用額が生じました。主

なものは、ミニトマトなどの選果機導入につ

いて、強い農業・担い手づくり総合支援交付

金への移行やイチゴの低コスト耐候性ハウス

の整備面積の縮小のためです。 

 ２の入札に伴う執行残によるものですが、

その多くは、くまもと土地利用型農業競争力

強化支援事業及び果樹競争力強化推進事業に

係るものです。主なものは、コンバインやト

ラクターなど土地利用型農業機械導入時の入

札に伴う執行残や、パイプハウスの建設予定

地が土砂流入のため建設断念になったためで

す。 

 ３の事業要望等がなかったことに伴う執行

残によるものですが、阿蘇火山防災特産対策

事業に係るものです。阿蘇火山防災対策に要

するお茶の被害防止に関しまして、昨年は、

お茶の摘採時期の火山活動が比較的穏やかに

推移したため、要望がなかったものです。 

 続きまして、別冊附属資料の繰越事業につ

いて御説明させていただきます。 

 資料の４ページをお願いいたします。 

 明許繰越分が４事業ございます。 

 １段落目の強い農業づくり支援事業は、園

芸用ハウス等の整備を行っているものです

が、繰越理由欄のとおり、資機材及び建設関

係技能者の不足により繰り越したもので、既

に完了いたしております。 

 ２段目の阿蘇火山防災園芸対策事業は、阿

蘇火山の降灰により、被覆資材が劣化し、透

過率が非常に悪くなった場合に、被覆資材の

張り替えを支援しているものですが、関係機

関との事業計画の協議に不測の日数を要した

ため、具体的には、令和元年12月末に緊急的

に事業を実施することとなりました。国の予

算確保、関係市町村の予算措置、地域の事業

計画の精査等に時間を要したため、未契約繰

越ししたものです。既に78％が張り替えを完

了しており、12月までには完了予定です。 

 ３段目の産地パワーアップ事業につきまし

ては、生産施設の整備や機械の導入を支援し

ているものですが、資機材及び建設関係技能

者の不足により不測の日数を要したためで、

具体的には、昨年の台風19号の影響で附帯施

設の部品製造工場が被災し、年度内に部品の

確保ができなくなったため、繰り越したもの

です。来年の３月までには完了予定です。 

 ４段目の産地パワーアップ事業(Ｒ元経済

対策分)は、国の経済対策に伴い、２月補正

で成立した予算に関するものです。 

 農産園芸課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○上村畜産課長 畜産課でございます。 

 説明資料の33ページをお願いいたします。 

 歳入につきまして、不納欠損額、収入未済

額はございません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、34ページ、下から３段目の消

費・安全対策推進交付金でございますが、こ

れは、家畜衛生管理指導事業における事業量

の減及び翌年度への繰越しによるものでござ

います。 

 また、35ページ、１段目の畜産競争力強化

整備事業費補助でございますが、これは､畜

産クラスター事業における事業量の減及び翌

年度への繰越しによるものでございます。 
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 その２段下に財産収入の項目がございま

す。予算額よりも868万円余多く収入を得て

おりますが、これは、備考欄の検定終了牛売

払い収入や凍結精液売払い収入の増によるも

のでございます。 

 続きまして、歳出について説明させていた

だきます。 

 37ページをお願いいたします。 

 最下段の畜産振興費は、畜産クラスター事

業をはじめとした畜産業の振興に資する費用

でございます。 

 翌年度繰越額につきましては、後ほど附属

資料で説明させていただきます。 

 不用額の３億2,433万円余につきまして

は、事業量の減少に伴う執行残でございま

す。 

 38ページをお願いいたします。 

 家畜保健衛生費は、家畜保健衛生所の施設

整備をはじめとした家畜の衛生防疫に資する

費用でございます。 

 翌年度繰越額につきましては、後ほど附属

資料で説明させていただきます。 

 不用額6,761万円余の主な理由は、城北、

阿蘇、城南家畜保健衛生所施設整備の入札に

伴う執行残でございます。 

 続きまして、附属資料の５ページをお願い

いたします。 

 明許繰越しについてでございますが、１段

目の畜産クラスター事業(Ｒ元経済対策分)及

び２段目の家畜衛生管理指導事業(Ｒ元経済

対策分)につきましては、国の経済対策に伴

い、２月補正で成立した予算であり、年度内

の事業完了が見込めないことから、繰り越し

たものでございます。うち、家畜衛生管理指

導事業は、事業実施主体との調整に時間を要

したことから進捗率が低くなっております

が、10月末には40％の進捗となる見込みであ

り、年度内には完了予定でございます。 

 ３段目から５段目の畜産総合対策事業、環

境保全型農業総合支援事業、養豚農場野生動

物侵入防護柵整備緊急支援事業につきまして

は、資機材の不足等により不測の日数を要し

たため、繰り越したものでございます。う

ち、畜産総合対策事業においては、事業主体

が７月豪雨により被災し、大規模半壊となっ

たため、事業を中止せざるを得なくなってお

ります。 

 ６段目のひと・うし・しごとづくり事業及

び７段目の家畜保健衛生所施設整備事業につ

きましては、他工事との調整に不測の日数を

要したため、繰り越したものでございます。 

 次に、事故繰越について、６ページをお願

いいたします。 

 畜産クラスター事業(Ｈ30国補正分)につき

ましては、地権者との用地協議及び資機材等

の不足により不測の日数を要したため、繰り

越したものでございます。 

 今後とも速やかな事業完了に努めてまいり

ます。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○楮本農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 説明資料の39ページをお願いします。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損、収

入未済額はございません。 

 予算現額と収入済額の差額が大きいものを

中心に説明いたします。 

 40ページをお願いいたします。 

 最上段、国庫支出金、国庫補助金では３つ

ございます。 

 ３段目の農業委員会等振興助成費補助は、

市町村農業委員会の推進活動に対する交付金

などですが、事業実績の減によるものでござ

います。 

 下のページ、最上段、強い農業・担い手づ

くり総合支援交付金は、担い手へ農業機械や

施設導入を支援するものですが、事業量の減

少によるものでございます。 

 ３段目、農業・食品産業強化対策整備交付



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和２年10月20日) 

 - 10 - 

金も同様の事業でございますが、本事業は、

国の経済対策に対応したもので、国の内示減

や事業量の減少によるものでございます。 

 42ページをお願いいたします。 

 最下段の繰入金につきましては、農地中間

管理機構関連の農地集積に対する協力金交付

事業等の事業量の減少によるものでございま

す。 

 下のページ、中段から下の雑入についてで

すが、下から２段目の農業次世代人材投資事

業補助金は、従前の青年就農給付金事業でご

ざいますが、給付申請者が予定より減少した

ことや繰越しによる減でございます。 

 44ページをお願いいたします。 

 歳出についてでございます。 

 まず、３段目の農業総務費につきまして

は、農地集積や農業委員会の活動、農業経営

の法人化の推進に要する経費でございます。 

 不用額は、計画変更や事業量の減少、入札

残による執行残でございます。 

 下のページ、上段の農業改良普及費は、新

規就農者等の担い手対策に要する経費でござ

いますが、不用額は、農業次世代人材投資事

業などの事業量の減少による執行残でござい

ます。 

 なお、翌年度繰越額につきましては、ほか

の事業を含めまして、後ほど説明いたしま

す。 

 下段の農業構造改善事業費につきまして

は、担い手に対します農業機械や施設等の導

入支援に要する経費でございますが、不用額

は、国の内示減などによるものでございま

す。 

 46ページをお願いいたします。 

 最上段の農業指導施設費は、農業大学校関

連の経費でございますが、不用額は、農大施

設の改修事業の入札残などによる執行残でご

ざいます。 

 続きまして、別冊の附属資料、７ページを

お願いいたします。 

 明許繰越しでございます。 

 最上段の新規就農支援緊急事業は、就職氷

河期の就農希望者へ就農前の研修に必要な資

金を交付するもので、国の経済対策により２

月補正で予算化しております。今年度、26人

に交付してございます。 

 ２段目から４段目は、担い手に対し農業機

械や施設等の導入を支援する事業でございま

すが、３段目の被災農業者向け農舎等復旧支

援事業は、他工事との調整に不測の日数を要

し、繰り越しているもので、年度内完了を目

指しております。 

 ４段目の担い手確保・経営強化支援事業

は、国の経済対策により２月補正で予算化し

たもので、繰越しをして、来年１月の完了を

目指しております。 

 最下段の農大施設保全改修事業は、社会人

コースの就農支援研修施設の改修工事に要す

る経費でございますが、工事調整に不測の日

数を要し、繰越しをしているもので、12月の

完了を目指しております。 

 農地・担い手支援課は以上でございます。 

 

○渡辺農村計画課長 農村計画課です。 

 説明資料の47ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損はあ

りません。 

 ２段目の国営土地改良事業費負担金におい

て、収入未済がございます。後ほど附属資料

で説明させていただきます。 

 予算現額と収入済額との差額が大きいもの

について御説明します。 

 48ページをお願いします。 

 上から２段目の農村地域防災減災事業費補

助及び下から２段目の農業競争力強化基盤整

備事業費補助は、繰越しに伴う減でございま

す。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 50ページをお願いいたします。 
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 最下段の土地改良費でございますが、不用

額1,700万円余を計上しておりますが、主に

国庫内示減に伴うものでございます。 

 続きまして、附属資料の８ページをお願い

いたします。 

 今年度に繰越しとなった事業について説明

します。 

 ８ページから９ページに繰り越した事業を

記載しております。いずれも農業農村整備事

業の新規地区の調査費でございます。関係機

関との協議及び国の経済対策に伴う予算でご

ざいまして、やむを得ず繰り越したものでご

ざいます。いずれも本年度内の完了に向けて

取り組んでおります。 

 次に、88ページをお願いします。 

 収入未済についてでございます。 

 １の歳入決算の状況ですが、国営土地改良

事業費負担金の収入未済額は、1,270万円余

でございまして、天草市にございます羊角湾

地区に係るものでございます。 

 収入未済の理由ですが、備考欄に記載のと

おり、農家の高齢化や離農等、農業情勢の変

化に伴う支払い能力の低下によるものでござ

います。 

 次に、２の収入未済額の過去３ケ年の推移

でございますが、平成29年度から徐々に減少

してきているところでございます。これは、

土地改良区の役員等による個別訪問による督

促等、継続して努力していただいているとこ

ろによるものでございます。 

 ４の令和元年度の未収金対策ですが、土地

改良区に対し、返済計画の策定、文書や電話

による督促の実施等、協議、指導を行ってま

いりました。この結果、令和元年度には、70

万円余の納入があっているところでございま

す。本年度は、８月までに約２万円の納入が

あっております。 

 今後とも、未収金が解消されるように努め

てまいります。 

 農村計画課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○清藤農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 説明資料の52ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 分担金、負担金でございますが、土地改良

事業及び災害復旧事業に係る負担金と分担金

で、53ページまで記載しております。 

 予算現額と収入済額との比較で増減が生じ

ております。これは、主に国庫補助金の内示

減と予算計上後に、分担金、負担金間で額の

変更が生じたものでございます。 

 53ページをお願いします。 

 ３段目の国庫支出金でございますが、55ペ

ージまで記載しております。これは、土地改

良事業及び災害復旧事業等に対する国庫補助

金でございます。 

 53ページ、４段目の農地費国庫補助金で、

予算現額と収入済額との比較で、73億1,600

万円余の差が生じております。また、55ペー

ジ、２段目の災害復旧費国庫補助金で、64億

7,400万円余の差が生じております。これら

については、主に国庫内示減及び繰越しに伴

う減でございます。 

 次に、56ページをお願いします。 

 上から１段目の諸収入でございますが、予

算現額と収入済額との比較で、６億3,700万

円余の差が生じておりますが、主に農地等災

害復旧受託事業の事業量の減及び繰越しに伴

う受託事業収入の減によるものでございま

す。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 58ページをお願いいたします。 

 ３段目の土地改良費でございますが、農業

生産基盤整備事業等、各種土地改良事業に要

した経費でございます。 

 58ページから59ページまでに事業の概要を

記載しております。 



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和２年10月20日) 

 - 12 - 

 不用額の１億8,400万円余につきまして

は、国からの内示額が予算額を下回ったこと

や事業量の減少などに伴う執行残でございま

す。 

 翌年度繰越額については、後ほど別冊の附

属資料で説明いたします。 

 次に、59ページ、２段目の農地防災事業費

でございますが、農村地域防災減災事業等、

各種防災事業に要した経費でございます。 

 不用額の3,700万円余につきましては、主

に漂着流木に係る撤去、処分量が想定を下回

ったことによる執行残でございます。 

 次に、最下段の農地災害復旧費でございま

すが、被災した農地、農業用施設の復旧に要

した経費でございます。 

 不用額の19億3,100万円余につきまして

は、主に事業未実施に伴う執行残及び国から

の内示額が予算額を下回ったことによるもの

でございます。 

 続きまして、別冊の附属資料、10ページを

お願いいたします。 

 今年度に繰越しとなった事業について説明

いたします。 

 まず、明許繰越しでございますが、土地改

良事業及び災害復旧事業関係について、10ペ

ージから32ページに記載しております。 

 明許繰越しの箇所数及び繰越額の合計は、

32ページの最下段に記載しているとおりで、

主な理由は、資機材及び建設関係技能者の不

足により不測の日数を要したもの、関係機関

との協議に不測の日数を要したもの、地元と

の協議に不測の日数を要したもの、入札不調

を受けた発注計画の見直しに不測の日数を要

したもの、国の経済対策に伴い、２月補正予

算で成立した予算であり、年度内の事業完了

が見込めなかったものなどで、いずれもやむ

を得ず繰り越したものでございます。 

 地元関係者と調整が必要なことから、進捗

率が低い地区もございますが、事業効果が早

期に発現できるよう、今年度の工事完了を目

指しているところでございます。 

 33ページをお願いいたします。 

 次に、事故繰越でございますが、33ページ

から43ページに記載しております。 

 事故繰越の箇所数、繰越額の合計は、43ペ

ージ、最下段に記載しているとおりで、主な

理由は、資機材及び建設関係技能者の不足に

より不測の日数を要したもの、関係機関との

協議に不測の日数を要したもの、入札不調を

受けた発注計画の見直しに不測の日数を要し

たものなどでございます。年度内には、全て

完了する予定でございます。 

 次に、91ページをお願いいたします。 

 取得用地の未登記一覧表を掲載しておりま

す。工事施工に伴い取得した用地につきまし

て、相続登記等の関係で未登記となっている

ものでございます。 

 表の中ほど、(G)欄にありますように、令

和元年度の未登記数は70筆で、平成30年度末

の74筆から４筆減となっております。また、

当年度の発生分については、100％処理して

おります。 

 今後とも関係者の動向や現地の状況を確認

しながら、原因となっている事項に細かく対

応し、未登記解消に努めてまいります。 

 農地整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○後藤むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 説明資料の60ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 最上段の国庫支出金については、次のペー

ジの３段目にかけて、節別に記載しておりま

す。これは、中山間地域等直接支払制度や多

面的機能支払制度、鳥獣被害防止対策事業な

どに対する国庫補助金でございます。 

 ６段目の農山漁村地域活性化推進交付金の

予算現額と収入済額との差については、鳥獣
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被害防止総合対策交付金の国庫内示減による

ものです。 

 61ページの最下段の繰入金ですが、ふるさ

と・水と土保全基金からの繰入金でございま

す。 

 予算現額と収入済額との差については、新

型コロナ禍の中、年明けから年度末にかけて

開催を予定していたフォーラムの中止など、

突発的な事業量が発生したことによって、基

金を取り崩して繰り入れた額が減額したもの

です。 

 続きまして、62ページをお願いします。 

 最上段の諸収入ですが、これは、中山間地

域等直接支払、多面的機能支払及び鳥獣被害

防止総合対策の交付金の額の確定等に伴う市

町村等からの納付金でございます。 

 ２段目の市町村精算返納金の予算現額と収

入済額との差については、主に多面的機能支

払の交付金額の確定に伴う市町村からの返還

金の額が、予算措置後の国との協議過程にお

いて抑制されたものです。 

 続きまして、63ページからは、歳出に関す

る御説明になります。 

 最下段の農業総務費のうち、翌年度繰越額

の欄700万円については、後ほど繰越事業調

べの中で御説明させていただきます。 

 続きまして、64ページをお願いします。 

上段の農作物対策費について、不用額 

4,530万円余を計上しておりますが、備考欄

のとおり、国からの内示額の減と経費節減に

伴う執行残が、主に鳥獣被害防止総合対策事

業で生じたものでございます。 

 65ページの土地改良費ですが、不用額の

4,056万円余を計上しておりますが、備考欄

のとおり、事業量の減少等に伴う執行残と国

からの内示額の減が、主に中山間ふるさと・

水と土保全対策事業及び多面的機能支払事業

に要する経費で生じたものでございます。 

 続きまして、別冊の附属資料の44ページを

お願いします。 

 むらづくり課分の繰越事業につきまして

は、44ページに記載の明許繰越しのみでござ

います。 

 事業名欄の棚田地域振興緊急対策事業です

が、国の経済対策に伴い、２月補正で成立し

た予算であり、年度内の事業完了は見込めな

かったものです。計画策定に係るソフト事業

について、本年度、適正に事業実施がなされ

ております。 

 むらづくり課は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○田島技術管理課長 技術管理課でございま

す。 

 説明資料の66ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 １段目の地籍調査費補助につきましては、

予算現額と収入済額との比較で減額となって

おります。これは、翌年度への繰越しに伴う

減によるものでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 下のページをお願いいたします。 

 ４段目の土地改良費で不用額を計上してお

りますが、主に工事関係システム経費の執行

残によるものでございます。 

 次の68ページをお願いいたします。 

 林業総務費につきましても、不用額を計上

しておりますが、主に工事関係システム経費

の執行残によるものでございます。 

 次に、附属資料の45ページをお願いいたし

ます。 

 今年度に繰越しになった事業につきまして

御説明いたします。 

 地籍調査事業で繰越しを行っております。

国の経済対策に伴い、２月補正で成立した予

算のため、やむを得ず繰越ししたものでござ

います。いずれの箇所も計画的に進めてお

り、年度内に完了する見込みでございます。 

 技術管理課は以上でございます。御審議の
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ほどよろしくお願いいたします。 

 

○笹木森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 説明資料の69ページをお願いします。 

 まず、当課に係る歳入ですが、不納欠損

額、収入未済額ともにありません。 

 予算現額と収入済額の差の大きいものとい

たしましては、下から２段目、国庫支出金が

ございます。これは、70ページの３段目の造

林事業費補助や６段目の合板・製材生産性強

化対策事業費補助等における翌年度への繰越

しによるものです。 

 また、71ページの４段目の財産収入です

が、主には72ページの３段目の県有林売払収

入によるものであり、県有林の木材販売収入

が増加したことから、4,100万円余の増とな

ったものです。 

 続きまして、歳入について説明いたしま

す。 

 74ページをお願いします。 

 下段の林業総務費については、森林の公益

的機能を確保するための森づくり事業等に充

てている経費であり、不用額7,400万円余を

計上しておりますが、主に事業量の減少に伴

う執行残です。 

 翌年度繰越額については、後ほど附属資料

で説明いたします。 

 77ページをお願いします。 

 中段の県有林費において、1,300万円余の

不用額を計上していますが、主に事業量の減

少に伴う執行残です。 

 続きまして、附属資料の46ページをお願い

いたします。 

 46ページから48ページにかけましては、明

許繰越しでございます。 

 下から３段目の間伐等森林整備促進対策事

業(Ｒ元経済対策分)、47ページ、１段目の森

林環境保全整備事業(Ｒ元経済対策分)など、

森林整備を支援する事業におきましては、国

の経済対策に伴い、２月補正予算で成立した

予算であり、年度内の事業完了が見込めなっ

たことや、技能者の不足等から不測の日数を

要したことなどにより、やむを得ず繰り越し

たものでございます。これらについては、年

度内の完了に向けて取り組んでおります。 

 49ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 間伐等森林整備促進対策事業(Ｈ30国補正

分)ですが、平成30年度の国の補正に伴い、

２月補正で予算成立した事業で、資機材や技

能者の不足により不測の日数を要し、事故繰

越手続を行ったものでございますが、９月に

事業は完了いたしました。 

 森林整備課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○山下林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 説明資料の78ページをお願いします。 

 まず、歳入ですが、不納欠損額、収入未済

額ともにございません。 

 主な項目について御説明いたします。 

 １段目、国庫支出金ですが、予算現額と収

入済額の差額11億5,700万円余につきまして

は、ほとんどが翌年度への繰越しによるもの

でございます。 

 主な内訳としましては、３段目の農山漁村

地域整備交付金及び下から２段目の道整備交

付金は、林道の整備等に対する国の交付金、

５段目の林業・木材産業等振興施設整備交付

金及び下のページ４段目の合板・製材生産性

強化対策事業費補助は、木材加工施設等の整

備に係る補助金ですが、いずれも繰越しに伴

う減及び事業費確定に伴う減となっておりま

す。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 83ページをお願いします。 

 １段目の林業費で、翌年度繰越額が13億 
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2,456万円余、不用額が１億8,335万円余とな

っております。 

 翌年度繰越額については、後ほど別冊で説

明させていただきます。 

 不用額の内訳として、まず、最下段、林業

振興指導費で、不用額が１億6,954万円余と

なっておりますが、主に国からの内示減及び

事業量の減に伴う執行残です。 

 85ページをお願いします。 

 上段の林道費の不用額1,087万円余につき

ましては、事業量の減少などによる執行残で

ございます。 

 続きまして、附属資料の50ページをお願い

します。 

 今年度に繰越しとなった事業について説明

いたします。 

 まず、明許繰越しですが、50ページから53

ページにかけて記載しております。 

 林業・木材産業振興施設等整備事業、林

業・木材産業生産性強化対策事業の令和元年

度経済対策分及び県営林道事業など12事業を

繰り越しており、主な理由としましては、入

札不調や国の経済対策に伴い、２月補正で成

立した予算であることなどによるものです。

繰り越した事業につきましては、14か所が完

了しており、その他についても、年度内の完

了に向けて取り組んでおります。 

 54ページをお願いします。 

 事故繰越でございます。 

 県営林道事業など、３事業でございます。

主な繰越理由としましては、追加工事工法検

討、他工事との調整に不測の日数を要したこ

となどによるもので、４か所が既に完了して

おり、その他につきましても、年度内の完了

に向け取り組んでおります。 

 林業振興課は以上でございます。 

 

○大岩森林保全課長 森林保全課でございま

す。 

 説明資料の86ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損及び

収入未済はともにありません。 

 予算現額と収入済額の差が大きいものにつ

きましては､１段目の国庫支出金が48億3,000

万円余の減となっておりますが、これは、５

段目の治山事業や６段目の緊急治山事業な

ど、治山関連事業の翌年度への繰越しによる

ものです。 

 88ページをお願いします。 

 ２段目の諸収入でございますが、予算現額

と収入済額との差が2,600万円余の増となっ

ております。これは、主に最下段の開発指定

事業高率補助精算金の増によるもので、治山

事業等補助事業において、財政力指数が低い

都道府県に対し、国の補助率がかさ上げさ

れ、２か年に分けて交付されるものですが、

国の調整により初年度の交付額が増となった

ことによるものです。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 90ページをお願いいたします。 

 ２段目の治山費ですが、これは、山地災害

の復旧や予防などの治山事業等に要する経費

です。 

 不用額４億5,000万円余を計上しておりま

すが、主に事業量減少に伴う執行残です。 

 翌年度繰越額につきましては、後ほど別冊

の附属資料で説明いたします。 

 下のページをお願いします。 

 最下段の治山施設災害復旧費ですが、これ

は、台風や豪雨等により被災した治山施設の

復旧に要する経費です。 

 不用額5,100万円余を計上しております

が、主に事業量減少に伴う執行残です。 

 続きまして、附属資料の55ページをお願い

いたします。 

 今年度に繰越しとなった事業について説明

いたします。 

 まず、明許繰越しについてですが、55ペー

ジから71ページにかけて記載しております。 
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 繰り越した事業は、保安林整備事業、治山

事業、緊急治山事業、治山激甚災害対策特別

緊急事業等の災害関連事業を中心に繰り越し

ており、主な理由としては、地元との用地、

補償協議や関係機関との施工協議に不測の日

数を要したもの、国の補正予算に伴い、２月

補正予算で対応したものなど、やむを得ず繰

り越したものですが、年度内完了に向けて取

り組んでいます。 

 72ページをお願いします。 

 事故繰越でございます。 

 熊本地震災等に伴う山地災害箇所の復旧関

連の治山事業等において、事故繰越工事が発

生しており、72ページから76ページにかけて

記載しています。 

 主な理由としましては、資機材及び建設関

係技能者の不足により不測の日数を要し、や

むを得ず繰り越したものですが、本年度内に

は全て完了する見込みです。 

 森林保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○中原水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 説明資料、92ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 予算現額と収入済額との差の大きいものに

つきましては、国庫支出金のうち、94ペー

ジ、２段目、有明海特産魚介類生息環境調査

委託金における事業量の減が主なものでござ

います。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 97ページをお願いいたします。 

 最下段、水産業振興費は、水産資源の回

復、漁場環境の改善、流通対策等、水産業振

興のための各種施策に要する経費です。 

 不用額4,476万円余を計上しております

が、先ほど御説明した有明海における業務委

託など、主に事業量の減に伴う執行残でござ

います。 

 99ページをお願いいたします。 

 下段の漁業取締費につきましては、これ

は、漁業取締り船の運航などに要する経費に

つきまして、不用額2,035万円余を計上して

おります。これは、経費の節減等による執行

残でございます。 

 100ページをお願いいたします。 

 水産研究センター費でございます。 

 不用額2,573万円余を計上しております

が、これは、主に施設の改修工事等の入札に

伴う執行残となっております。 

 翌年度繰越しについては、附属資料で御説

明いたします。 

 附属資料、77ページをお願いいたします。 

 今年度に繰越しとなった事業について御説

明いたします。 

 ２段目の水産研究センター港整備事業につ

きましては、関係機関との施工協議に不測の

日数を要し、やむを得ず繰り越したもので、

６月に工事は完了しております。 

 ３段目、漁業調査船「ひのくに」代船建造

事業につきましては、請負の契約が２か年契

約のため、繰り越したものでございます。今

年度末完了予定でございます。 

 水産振興課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○緒方漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 令和元年度の一般会計の歳入について御説

明いたします。 

 説明資料の101ページをお願いいたしま

す。 

 不納欠損額につきましては、該当ございま

せん。 

 収入未済額につきましては、上から３段

目、公害防止事業費事業者負担金と最下段の

漁港施設使用料、103ページの下から２段目
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の雑入に該当がございます。これらにつきま

しては、後ほど附属資料で説明させていただ

きます。 

 予算現額と収入済額の差が大きいものにつ

いて説明いたします。 

 102ページをお願いいたします。 

 上から４段目、国庫補助金で、差が８億 

5,000万円余生じております。主な理由とし

まして、繰越しによるものでございます。繰

越しにつきましては、後ほど附属資料にて説

明させていただきます。 

 歳出について御説明いたします。 

 104ページをお願いします。 

 上から２段目、水産業総務費の不用額が５

万円余となっております。これは、職員給与

に係る費用でございます。 

 上から３段目、沿岸漁場整備開発事業費の

不用額が100万円余となっております。これ

は、漁場整備に係る費用であり、不用額が生

じた主な理由としては、経費節減による執行

残でございます。 

 次に、最下段、漁港建設管理費の不用額が

6,500万円余となっております。これは、漁

港整備に係る費用であり、不用額が生じた主

な理由としては、事業量の減少等によるも

の、また、災害の待ち受け予算に係る流木に

係る災害発生がなかったことによるものでご

ざいます。 

 105ページをお願いします。 

 １段目の漁港災害復旧費につきましては、

不用額が2,300万円となっております。これ

は、漁港施設の災害復旧に係る費用であり、

不用額が生じた主な理由としましては、災害

復旧事業の待ち受け予算でありましたが、漁

港施設災害がなかったことによるものでござ

います。 

 続きまして、繰越しについて御説明いたし

ます。 

 附属資料の78ページをお願いします。 

 78ページから83ページにかけて繰越しの記

載をしております。 

 82ページをお願いします。 

 上から６段目の漁港施設機能強化事業費

(Ｒ元経済対策分)及び８、９段目の水産物供

給基盤機能保全事業費(Ｒ元経済対策分)、83

ページ、１段目の水産流通基盤整備事業費

(Ｒ元経済対策分)、３段目の水産生産基盤整

備事業費(Ｒ元経済対策分)は、国の経済対策

関連でございます。 

 国の経済対策を除く通常分の主な繰越理由

といたしましては、関係機関や他事業等との

協議、調整に不測の日数を要したものでござ

います。これらの事業は、全て年度内に完了

予定でございます。 

 収入未済について御説明いたします。 

 89ページをお願いします。 

 １の表の１段目の公害防止事業費事業者負

担金の未収金について御説明いたします。 

 水俣市の丸島漁港において、県は、昭和62

年度に、公害防止事業により、水銀を含んだ

汚泥の除去を行っておりますが、負担すべき

金額について、汚染原因者の一人が未納とな

っているものでございます。負担金9,070万

円余のうち、強制徴収などにより、これまで

1,199万円余を回収しておりますが、残る

7,871万円余が未納となっております。現在

は、無限責任を有する代表者の老齢厚生年金

の受給権を差し押さえまして、未収金に充当

しております。 

 90ページの４のほうに記載しておりますと

おり、今後の対策につきましては、引き続き

老齢厚生年金を差押え中であり、新たな資産

の保有がないか資産調査を継続して実施し、

可能な限り債権回収に努力してまいりたいと

考えております。 

 89ページに戻ってください。 

 表、１の２段目の漁港施設使用料の未収金

について御説明いたします。 

 この未収金は、牛深漁港の浄化施設使用料

に関するものでございます。施設を利用して



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和２年10月20日) 

 - 18 - 

いる水産加工業者の経営状況が悪化し、使用

料の滞納に至ったものでございます。 

 次ページの４に記載していますとおり、対

策としまして、滞納者に対し、定期的な訪問

等による指導の実施、また、新たな未収金の

発生防止に取り組んだ結果、令和元年度末時

点で、平成30年度末に比べて11万円減の２万

円余となっております。 

なお、この未収金２万円余につきまして

は、本年５月時点で回収し、完了しておりま

す。 

 89ページにお戻りください。 

 ３段目の雑入の未収金について御説明いた

します。 

 この未収金は、放置船処分行政代執行費用

に関するものでございます。牛深漁港内に長

期間放置していた船舶の所有者に対して、再

三にわたる撤去指導を実施してきましたが、

船舶の老朽化により、沈没等の被害発生の危

険性が高まったため、平成30年９月に、行政

代執行法の手続により、撤去及び処分を実施

したものです。 

 次ページ、90ページの４に記載しておりま

すとおり、平成31年３月に、納付命令書の差

し置き送達の実施を行ったものの、督促状が

返送されてきたため、親族へ督促状を手渡し

しましたが、納入が確認されないことから、

令和元年度においては、当課職員を徴収職員

に任命し、資産確認等調査及び国税徴収法等

に基づき、船舶内の動産差押え等の手続を行

いました。その後も、電話や文書による納入

指導を行うとともに、財産調査等にも着手し

ております。 

 今後も、引き続き、国税徴収法による手続

に従って、可能な限りの債権回収に努めてま

いります。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。よろ

しくお願いします。 

 

○田代国広委員長 ５分間休憩します。 

  午前11時12分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時16分開議 

○田代国広委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 農林水産部の説明が終わりましたので、質

疑を受けたいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料、すなわち附

属資料と説明資料の名前を挙げ、その後ペー

ジ番号を述べてからお願いいたします。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○松田三郎委員 資料でいいますと、説明資

料の１ページに関して。 

 冒頭、竹内部長からも、３ページ辺り、概

要説明で触れていただきました。 

 農林水産部の場合は、ほかの部も共通して

いる部分はあるかもしれませんし、ある意味

特殊なのは、いろいろ御説明があったよう

に、用地とか相手のあることでもあるし、い

ろいろな協議に日数がかかるとか、あるい

は、昨今、資材が不足するとか技術者が不足

する、いろいろな要因があって、今日説明が

あって、繰越し等もやむなく繰り越しました

というのは、私も皆さんを信用していっちょ

いっちょ見てはきましたけれども、そこは言

わないようにしますが、久しぶりに私も決算

委員会に来ましたので、例えば、この令和元

年の部長おっしゃった翌年度繰越額が約380

億円、不用額は62億円、ここ、例えば今言い

ましたように、この熊本地震以後は、特に、

この会計の単年度主義というのが、非常に何

か窮屈な感じだなというのを思っておりまし

て、さっき言いましたように、繰越しなり不

用額がある程度出てくるのもやむを得ないん

だろうというように私は個人的に思っており

ます。 

 ただ、さっき言いましたように、久しぶり

ですので、地震を経て、コロナもあって、例

の災害もあって、令和２年も含みますけれど
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も、ここ数年の地震以後の状況というのは、

この繰越額、不用額というのは、あんまり変

わらないレベルで推移しているんですか。そ

れとも、令和元年度はちょっと多かった少な

かったと、そういう傾向を、分かる範囲で結

構ですので教えて、農林水産政策課長でも結

構でございます。 

 

○渡邉農林水産政策課長 全体に関わること

なので、私からお答えさせていただきます。 

 不用額や繰越額の年度の推移という松田委

員からの御質問でございました。 

 まず、不用額につきましては、今年度が、

約61億円に対しまして、昨年度は123億円で

ございましたので、大幅に減少をしていると

いうことでございます。なお、ピークは、そ

の前年度、平成29年度ということで、平成29

年度は約221億円ということで、ここに委員

御指摘の地震の影響というのが大きく出てい

たというふうに考えております。 

 続きまして、繰越額でございますけれど

も、繰越額は、今年度の約380億円余に対し

まして、昨年度は405億円余ということで、

これも減少をしております。不用額と同様

に、さらに前年度につきましては556億円と

いうことで、これも地震以降減少の傾向をた

どっているということでございます。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 ありがとうございました。 

 できるだけ少ないほうがいいんだろうと、

一般論ではですね。平成29年度からは着実に

少なくなっている。まあ、７月の豪雨災害を

受けて、また今年度、来年度は少しは増える

可能性はあるかもしれません。 

 そこで、これはもしかすると会計課のほう

かもしれませんが、この不用額が、令和元年

度これだけあります。この令和元年度末で、

不用額というのは、その後、年度末の処理と

いうのはどうなるんでしたっけというのが第

１問ですけれど。繰越しというのは、繰り越

すわけですね、文字どおりですね。不用額と

いうものの合計の額は、その後どう、会計課

……。 

 

○村上会計課長 会計課でございます。 

 不用額でも様々なものがございまして、先

ほど農林水産部から説明がありましたよう

に、内示減とか事業費の減と言われるもの

は、そもそも財源が、予算としては予定して

いたものが実際入ってきていない財源もござ

います。実質、あと説明資料の中で、いわゆ

る執行残とか節減と言われるもの、これにつ

きましては財源がございますので、そういっ

たものにつきましては、当然翌年度に財源と

して繰り越すというような形になるかと思い

ます。 

 

○松田三郎委員 ということは、まあ数字の

分だけ現ナマがあるというわけじゃないとい

うことですね。 

 

○村上会計課長 委員言われたとおり、不用

額がそのまま繰越しの財源になるということ

ではなくて、本当に県として、財源として確

保したもののみが繰り越されるというような

形になるかと思います。 

 

○松田三郎委員 それを前提に、もう１点お

聞きしたいのが、たしか私の記憶では、一定

の例外的な場合は、いわゆる流用ができる。

例えば、款項目節のどこかのレベルとか、同

じ課内であるとか、何かのルールがあって

――流用というと、言葉は悪いかもしれませ

ん。若干余った予算をこっちでも使えるとい

うような、ある程度融通が利くような話を以

前聞きましたけれども、それ間違いですか。

財政課長経験者でもある……。 

 

○竹内農林水産部長 委員の今の流用のお話
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ですけれども、款項目節とありますけれど

も、目の範囲につきましては、今基本的には

各所属の中で理由をつけて流用をすると。 

 今回につきましても、そういった最大限流

用手続をやって、なおかつ、本当に不用の部

分につきましては、翌年度の財政上の予算に

反映させる必要もありますので、２月補正で

一旦落とす、予算額そのものを落とす作業を

します。 

 ただ、農林水産部関係につきましては、割

と生産者の方たちの支援部門が多い、それか

ら、あと国庫が入ってきてやる部分というの

が多いんですけれども、国庫の関係につきま

しては、例えば、国庫の国のほうの承認を得

ないといけない場合、あるいは、どうしても

生産者の方々の負担が出てくる場合がありま

して、その辺が、やっぱりぎりぎりまで用意

してますけれども、活用できない場合が出て

きます。そういったのが不用になってくると

いうような状況になります。 

 また、流用のお話に戻ると、項間、項の間

を流用する場合には、議会の議決をいただく

ような必要がありますので、できる部分につ

いては最大限やっているつもりではございま

すが、こういった形で不用も出てきていると

いうところです。 

 

○松田三郎委員 分かりました。さすが詳し

かですね。 

 おっしゃったように、そういうルールに従

って流用しても不用なものがここに計上され

ているというような理解でいいわけですね。

単純に、私たちは、これだけ不用なら別の事

業にどんどん使うたほうがよはなかろかて、

例えば、その理屈でいくと、部長の説明です

ね。これは土木なんかもそうですけれども、

よく聞くのが、年明けぐらいから、用地の関

係でどうしてもこの事業はできないようなの

は、例えば、芦北地域振興局で余っとっけん

球磨のほうに持ってくるとかというのも、ち

ょっと表現は露骨でございますが、そういう

のも、結構このルール内でやっていることだ

と思いますので、今の話では、もちろん、こ

れはあまり緩やかにし過ぎると、一つ一つ予

算をつくって積み上げて、議会で議決すると

いうルールが骨抜きになるわけでしょうか

ら、厳しいところで２月補正である程度整理

をするという判断でしたので、いい意味での

フレキシブルなというか柔軟な執行というの

を引き続き考えていただければと思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○西山宗孝委員 部長のほうから、当初、先

立って昨年度の決算のお話がありました。半

分ぐらいの中で、有害鳥獣の捕獲についてと

いうことで、主にイノシシというには限定さ

れてはいないと思うんですけれども、23年か

ら庁内のプロジェクトチームをつくられてお

るということもお話がありました。一方で

は、生活者に対する被害等々もあっていると

いうことで、体制はできておるという前提

で、この間、イノシシを中心とした有害の被

害状況、効果を含めて、ぜひお話を聞きたい

と思うんですけれども、お願いします。 

 

○後藤むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 今御指摘がございましたけれども、野生鳥

獣の農作物被害につきましては、平成22年に

８億4,000万円余ということで、かなり大き

く数字が出ております。先ほど御説明いたし

ましたように、全庁的にプロジェクトチー

ム、連携の会議を立ち上げまして対応してお

りまして、おかげをもちまして、数字的には

減少傾向にあるという状況でございます。 

 特に、イノシシの被害が多いわけですけれ

ども、これにつきましても、順調に数は、額

は減っております。ただ、イノシシにつきま



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和２年10月20日) 

 - 21 - 

しては、相当また増えているという状況もご

ざいますので、継続して対策を進めていきた

いと思っております。 

 それと、いろんな形で農作物被害以外の被

害等もございます。町なかに出てくるという

ような状況もございますので、先ほど御説明

をさせていただきましたが、農業関係以外

の、人への被害もないように、危機管理防災

課といったところも入っていただきながら、

総合的に対策を進めていっております。 

 以上でございます。 

 

○西山宗孝委員 これ、担当課といいます

か、主管は農林水産部に置いてあるんですか

ね。 

 

○後藤むらづくり課長 調整の中心といいま

すか、連携の中心は農林水産部でさせていた

だいておりますが、農林水産部の対応として

は、どうしても農作物被害、そういったもの

への対応、農作物とか、林、水、そういった

ものへの被害が中心の対応になってまいりま

すので、それ以外に、自然保護、環境生活部

とか、そういったところも入っていただきな

がら対応しているというのが現状でございま

す。 

 

○西山宗孝委員 町部といいますか、農村地

帯も、集落には、結構イノシシ中心に有害な

鳥獣出ているんですけれども、一番声に聞く

のは、やっぱりその、かんきつ類であると

か、お米であるとか、農作物に入り込まれた

ら、もう本当に台なしになってしまうと、そ

の声が一番大きいと思うんですけれども、今

お話聞いていると、設置された結果として、

徐々に減っているということで、常任委員会

等々では詳しくお話があっているかと思いま

すが、この効果については、非常に生産者も

あるいは生活者も大変なところでもあります

ので、ぜひともこのチームで強化していただ

きたいというふうに思います。お願いしてお

きたいと思います。 

 

○田代国広委員長 要望。 

 

○西山宗孝委員 はい、要望。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○磯田毅委員 説明資料の45ページですけれ

ども、農地・担い手支援課の農業改良普及費

の中で、農業改良普及推進費、９億8,000万

円ほどありますけれども、農業次世代人材投

資事業、前は青年就農給付金て言ってたんで

すけれども、この効果ですね。その前の43ペ

ージの歳入では、１億円ほど歳入減があって

おりますけれども、このことについてちょっ

と詳しく説明をお願いしたいと思います。 

 

○楮本農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 農業次世代人材投資事業、これは青年就農

給付金と言いまして、就農前、それから就農

後の定着を促進するということで、就農前は

２年間、就農後は５年間の150万円を最長で

交付するというような事業になっておりま

す。本県につきましては、年間900人ぐらい

交付を受けておりまして、全国一の交付額と

いうことになっております。 

 昨年度の１億円の不用額につきましては、

実は、２月補正で、先ほどの附属資料のほう

の７ページを御覧いただきたいと思いますけ

れども、最上段に新規就農支援緊急事業、こ

れがございます。昨年度、国が２月補正で、

就職氷河期、30代から40代の就農希望者が研

修する場合には、その交付金を使うというよ

うなことで、２月補正で予算を組みまして、

県としましても繰越しをしております。それ

が7,800万円ございまして、現在、今年度、

26人に交付をしてございます。その7,800万
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円が繰越しでございまして、残りの2,000万

円が、昨年度から予定してました申請者だっ

たり、もう一つは、経営的に好調な方々が、

要は対象を外れると、所得が増加したため

に、所得が増加して対象を外れるというよう

なケースも見られまして、そういう額を含め

まして約2,000万円あると、合計で１億円と

いうふうになっております。 

 以上でございます。 

 

○磯田毅委員 今好調で外れると、要するに

150万円給付から外れるという条件というの

は、どれぐらいの収入が。 

 

○楮本農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 基本的に、所得で350万円以上になります

と、順次減少していくというような仕組みに

なっております。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○本田雄三委員 説明ありがとうございまし

た。 

 ちょっと２点教えていただきたいと思いま

す。 

 説明資料の35ページの畜産競争力強化整備

事業費補助のところで、先ほどの御説明で、

備考欄のところで、クラスターの減というよ

うなところの御説明とともに、37ページで見

ると、畜産振興費の中で、クラスター事業、

相当ウエートが高いと思うんですけれども、

このクラスターの実績というのは、少し数値

的なところが分かられる資料がありますでし

ょうか。 

 

○上村畜産課長 実績でございます。これま

では、国が、まず経済対策で、平成26年の補

正でスタートしております。実質、繰り越し

まして、27年から本県では取り組んでおりま

すけれども、これまでの合計で、酪農で70、

肉用牛で38、あと乳肉複合で３、養豚で16、

養鶏で５の実績がございまして、国庫補助金

ベースで78億9,800万円の実績がございま

す。 

 

○本田雄三委員 ありがとうございます。 

 であれば、予定より減少というふうにちょ

っと先ほどお聞きしたもんですから、クラス

ター事業そのものの見込みというのが順調な

のか順調じゃないのかというふうな問い方に

したらどうなりますか。 

 

○上村畜産課長 一言で言うと順調でござい

ます。最初、前年度の末までに、各農家の方

がやりたいということで計画出されますけれ

ども、年度明けまして、大体６月末ぐらいに

国から内報がございますが、それまでの間

に、例えば、自分ところの経営状況の悪化と

かで手をおろされた方とかはございますけれ

ども、大体計画的に実施されておりまして、

順調に行われています。一部、地元との調整

がうまくいかなくてできない方もいらっしゃ

いますけれども、そういう方も仕切り直し

て、また翌年とか翌々年に手を挙げられる方

もいらっしゃいます。 

 

○本田雄三委員 ありがとうございました。 

 あと１点、附属資料の89ページと90ページ

ですけれども、収入未済に関する調べの一番

上段の漁港漁場整備課さんですかね。 

 水俣、丸島漁港の分の7,800万円に対して

の今回収をされているということでございま

したけれども、これは、経過年数はどのぐら

いたって、あとどのぐらいかかるというふう

な見込みというのがあられますでしょうか。 

 

○緒方漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 これは、昭和63年からの30年間の償還計画
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で9,070万円余のお金を計上しておりまし

て、現在、２か月に１回、老齢厚生年金の差

押えを実施しているところでございます。 

 現在は、債権回収額が1,200万円程度でご

ざいまして、今後も強制徴収を続けていくこ

とが、回収をしっかりやっていく一つの手段

かなと思っているところでございます。 

 また、資産、資力の状況を確認するため、

今後も資産調査を継続していくつもりでござ

います。 

 

○本田雄三委員 あと何年ぐらいかかられる

のかというのは。 

 

○緒方漁港漁場整備課長 残りの残額と現在

の厚生年金の差押え状況を見ますと、相当な

年数かかるのかなというふうに思っていると

ころでございます。 

 

○本田雄三委員 回収していただくのは、当

然大事なことだと思いますけれども、その皆

様方の費用対効果といいますか、労力等々を

含めて、どこかで見極めをすることも大事で

はなかろうかなという気はしますので、そこ

辺りのまた御検討もお願いしたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○河津修司委員 部長の話にありました内水

面漁協の話なんですが、これはいろいろ指導

もできている、大分改善が進んだということ

ですが、これは、熊本市漁協は県の指導の対

象になるんですか。 

 

○千田政策審議監 団体支援課でございま

す。 

 熊本市漁協も、もちろん指導の対象になっ

てきております。ただ、現時点においては、

熊本市漁協、今検査を受けることについて合

意ができておりませんので、昨年度来、再

三、検査の受検について協議をしておるんで

すが、昨年度の調査、この内水面漁協に係る

協賛金の調査においては、熊本市漁協につい

ての情報は入手できておりませんといった状

況になります。 

 

○河津修司委員 そこで、全体的にこの役員

が交代したりしたら、ちゃんと事務引継等も

できているはずなんですけれども、なかなか

それが、資料が出てこなくて、できない状況

もあるというふうにも聞いておりますが、そ

ういった点についての指導もやっぱりちゃん

とできているんですか。 

 

○千田政策審議監 河津委員御指摘のとお

り、現在のところ、委員おっしゃるように、

資料の提供もなされてないような状況です。

同漁協に対しましては、再三、今までも行政

処分を行ってきております。報告徴求命令も

出しておりますし、役員改選命令も出してお

ります。それに伴いまして、役員改選はなさ

れたということで把握しております。ただ、

肝腎の検査がまだ受検いただいておりません

ので、引き続き根気強く受検について働きか

けを行っているところです。弁護士について

も、どういった指導が可能なのか、水協法の

中でどういった対応ができるのか、協議しな

がら今交渉を続けているところであります。 

 

○河津修司委員 県の内水面漁連のほうにも

やっぱり迷惑かけますし、ほかの組合にも迷

惑かけるから、その辺の指導は、熊本市漁協

に対してもしっかり指導をして解決をしてい

ってもらいたいというふうに要望しときま

す。 

 それと、説明資料の66ページの地籍調査な

んですが、地籍調査については大分終わって

いる市町村もあるかと思いますが、まだまだ

続けてやっていかなければならないところも

あるかと思います。そういう点で、進捗状況
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というか、そういった面はどんなでしょう

か。 

 

○田島技術管理課長 今熊本県におきまして

は、面積的には84％終わっておりまして、全

国でも７位ということで、かなり進んでいる

ところではございます。あと、残りにつきま

して、市町村数で言いますと31市町村、地籍

調査完了しておりまして、あと残り14市町村

ということで、そこの市町村について、今順

次進めているところでございまして、今まさ

に、今年からが一応10か年計画ということ

で、国のほうで10か年で計画を進めておりま

して、第７次ということで進めておりまし

て、県におきましても、その７次計画という

ことで一応策定して、国の承認をいただい

て、今後進めるところでございます。 

 ただ、10年間でもまだ若干残る形にはなる

と思いますけれども、緊急的に調査する箇所

が、やはり災害の危険性があるところとか、

その辺りを残りの地域の中で重点的に進めて

おりますので、そこをやっていきたいと。あ

とは、地目別にはＤＩＤ地区、人口が密集し

ている地区と山間部がちょっとまだ残ってお

りますので、その辺りを今後進めていく予定

でございます。 

 以上でございます。 

 

○河津修司委員 まだ14市町村できてないと

うふうなところですが、ぜひとも早く――特

に、近年災害も多くなっていると、もうどう

してもこの地籍調査が終わってないと、後々

の再建、復旧、復興がおぼつかなくなるもの

ですから、しっかり県のほうで指導して早く

終わるように、今後とも予算づけもしっかり

お願いしたいと思っております。要望です。 

 

○竹﨑和虎委員 関連してよかですか。 

 御説明ありがとうございました。 

 今河津委員のほうからあったんですが、内

水面漁協の関係ですね。 

 私も初めてこの決算に参ったものですか

ら、分からないこともあるのでお教えいただ

きたいと思うんですが、その協賛金の使途の

明確化ということで、それぞれ、この内水面

漁協さんで、資源保護であったり環境保全活

動とかやられておって、その活動報告の開示

状況が今３割程度にとどまっておるというこ

とでしたけれども、これは、その以前からは

伸びてきとるんですか。それとも、何といい

ますかね、なかなか進んでない――進捗状況

を教えていただきたいと思います。 

 

○千田政策審議監 団体支援課でございま

す。 

 協賛金の受入れ状況につきましては、本格

的に調査を行いましたのが、昨年度のこちら

の決算特別委員会の御意見も踏まえて、全県

について調査を行いましたのが今回が初めて

になります。ですから、以前との比較につい

てはちょっと難しい面もありますが、情報公

開については、そういった協賛金の使途がい

かに使われているかにつきましては、透明性

を高める点で非常に重要だと思っていますの

で、今現在、漁協に対します常例検査、もし

くは巡回指導においては、重点的にこちらの

指導も行っているところです。 

 また、さらに県におきましても、巡回指導

なり常例検査で把握した協賛金の受入れ状況

について、ホームページで公開していこうと

いう準備も行っておりますし、さらには、漁

協に対して、漁協自らも公開するように、あ

と協賛金の提供元にも情報提供を行うように

指導を行っているところです。こうした取組

におきまして、より協賛金の使途について受

入れも使い方も適正に行われるような環境を

整えていきたいと考えております。 

 

○竹﨑和虎委員 分かりました。内水面に関

してだと思うんですが、これは海の漁協さん
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も同じですか。 

 

○千田政策審議監 竹﨑委員おっしゃるとお

りです。昨年度のこういった内水面漁協での

状況を踏まえまして、近年におきましては、

沿岸の漁協におきましても、状況のほうを同

じように常例検査なり巡回指導においては把

握するようにいたしております。昨年度実施

しました検査の中でも、幾つかの漁協におい

て、そういった協賛金の受入れがあるという

ことが確認されております。そして、対応に

つきましても、必ずしも適正と言えない事例

も見受けられますので、内水面漁協同様に、

沿岸漁協におきましても、指導の内容に加え

まして、今後重点的に指導を図っていく予定

としております。 

 以上です。 

 

○竹﨑和虎委員 ぜひ進めていただきたいと

思います。 

 それと、別でもう１問よろしいですか。 

 

○田代国広委員長 どうぞ。 

 

○竹﨑和虎委員 附属資料の10ページ以降に

なるんですが、農地整備課、そしてまた、そ

の後、森林整備課とか林業振興課のほうでも

あったんですけれども、繰越理由の中で入札

の不調というのが多々あっておりまして、私

の地元でも、農地保全事業とか、応札者がな

くてちょっと進んでない部分があって、地元

の方々が、県南で豪雨災害もあったもんだか

ら、いっだんおらんごんなって進まんとじゃ

ないかという心配があっておるんですけれど

も、それぞれいろんな対策はされとると思う

んですが、特段どういった対策であったり、

どのように――我々もちょっと説明すること

がありますので、教えていただければと思い

ます。 

 

○久保田農村振興局長 各局またがりますけ

れども、公共工事関係ということで、代表し

て総括説明をちょっとさせていただきます

と、今竹﨑委員おっしゃられたとおり、熊本

地震のときのいわゆる災害を契機といいます

か、非常に不調、不落続きました。加えて、

それによって、通常の課題でございます今上

がっております事業、これについての影響が

あるということでございまして、やっととい

いますか、熊本地震からのいわゆる復旧がピ

ークを越え、落ち着いたかというときに、こ

ういう災害でございます。 

 今後、災害復旧も含めてですけれども、非

常に、県南あるいは芦北、球磨を中心に広が

っておると、県内全域に広がっておるという

ことでございまして、また同じように通常事

業のほうにも影響が出てくるんじゃないかと

いうことで非常に危惧をしてございます。 

 これにつきましては、やはり今働き方改革

も含めて、いわゆる余裕工期、あるいは土日

の休日化とか、そういったところで平準化も

目指しながら、やはり偏りのないような発注

を含めてやっていかないかぬということで、

具体的には、やはり設計内容について、実態

に合ったところでぜひやるということで、そ

このチェックもございますが、発注の方法と

して、今考えてございます土木もそうでござ

いますけれども、いわゆる業界のほうとの情

報交換とかそういったことも含めながら、し

っかり通常事業も含めて発注の平準化、また

は、働き方改革等で、建設業法の改定など、

いわゆる担い手三法の改正もございまして、

そういったところについてもしっかり対応し

ていかないかぬということでございますの

で、個別具体にはちょっと言えませんが、そ

ういったところでしっかり予定を立てなが

ら、しかも発注の平準化等も考えながら、そ

して、冒頭部長のほうからもございましたけ

れども、予算についても、松田委員のほうか

らもございましたけれども、しっかり通常事
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業はもとよりですけれども、災害について

も、復旧するための所期の目的を達成するよ

うに、平準化あるいは繰越し等の制度も有効

に活用しながら、できるだけといいますか、

不調、不落が発生しないように工夫をしなが

ら、今査定始まりまして、本格的には、災害

も含め、年末あるいは年度末からの復旧工事

の発注が非常にピークを迎えるかと思います

けれども、そういったところを含めて、事前

に今の段階から、そういった情報交換、そう

いったところを含めて、しっかりといいます

か、準備を行ってやってまいりたいというふ

うに考えてございます。 

 以上でございます。 

 

○竹﨑和虎委員 ありがとうございます。 

 場所によっては、あそこは地盤の固かもん

なとか、石がごろごろ出るもんなということ

で、その工期が思ったよりかかるとか、そこ

はやってもあまりもうからぬというか、そう

いった話も聞いたりしとるもんですから、い

ろんな箇所箇所によって、地形であったりい

ろんな条件があると思いますので、そこら辺

も柔軟に対応していただければと思いますの

で、ぜひ、今おっしゃったように、よろしく

お願いを申し上げたいと思います。 

 以上です。 

 

○久保田農村振興局長 少し補足をさせてい

ただきます。 

 今竹﨑委員からございましたとおり、特

に、今回の災害というのは、まさに土砂をい

かに有効活用するかという、これがキーポイ

ントだろうと思ってございます。そうした中

で、やはり奥まったところの施工条件厳しい

ところ、こういったところについても土砂の

有効活用を図りながら、その辺の施工の手間

といいますか、そういったことも加味しなが

ら、非常に箇所数多くございますので、そう

いった施工についても、それぞれの箇所の施

工の手間といいますか、当然移動等もござい

ます。そういったところもしっかり加味をし

ながら、28年の地震のときに出たような課題

といいますか、そういったところも踏まえな

がら、しっかり対応を、工夫してまいりたい

と考えてございます。 

 以上でございます。 

 

○池永幸生委員 すみません、ちょっとお尋

ねしたいんですが、附属資料の31ページです

けれども、大切畑の件ですけれども、今業者

に対してのいろんな形の工夫をされていると

いうのをお聞きしましたけれども、震災から

４年たって、この進捗、そしてまた再度検討

しなければならない事項が出てきたと。これ

は、専門家の意見なのか、業者の意見なの

か、また、県の意向なのか、その辺をちょっ

と詳しく教えてもらってよろしいでしょう

か。 

 

○清藤農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 大切畑ダムの件ということでよかったでご

ざいましょうか。 

 大切畑ダムについては、地震で堤体に亀裂

が発生して、専門委員の検討委員会を立ち上

げて、もともとの堤体のところに断層が走っ

ているということで、検討委員会で詳細の検

討をして、上流側に300メートルぐらい堤体

を移動するということで工法なりを決定し

て、昨年度、工事発注は既に終わっておりま

して、約５年の工期をかけて、令和６年の供

用開始を目指して、現在、工事を施工中でご

ざいます――が、本体の状況でございます。 

 それに合わせて、現況の上流から入ってき

ます水を下流側に適切に流すために、仮排水

トンネルというのを先行して施工しておりま

したが、掘削の過程で大量の湧水が出てまい

りまして、この湧水処理に時間を要したとい

うことで、一時工事の工期を延長したりとか
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対策に時間を要しましたので、その影響で少

し工期のずれが出ておりますけれども、ほぼ

計画どおりの施工で、供用開始は６年の供用

開始できるものと考えているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○小早川宗弘委員 本資料の18ページ、流通

アグリビジネス課、深川課長のところだと思

いますけれども、この農業総務費の中で、先

ほども説明ありましたけれども、不用額が１

億7,300万円と翌年度繰越しも２億円弱とい

うふうなことで、非常に金額も多いなという

ふうに思いますけれども、特に、この不用額

について、先ほども説明ありましたけれど

も、もう少し詳しく、どういった事業が執行

残というか、事業をしなかったのか、執行残

だったのかと、そういうことをちょっと教え

てください。 

 

○深川流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 農業総務費の不用額、約１億7,000万円に

ついてお答えしたいと思います。 

 不用額１億7,000万円のうち、２事業で１

億5,000万円の不用額が発生しております。 

 １つは、地域未来モデル事業、こちらは、

平成30年度から平成31年度に繰り越した事業

のうち、２事業者、約１億円が、事業者の補

助事業の取りやめに伴い、不用額が発生した

ものでございます。ちょうど平成31年の前半

は、半導体不況が叫ばれておりまして、事業

環境の変化に伴い、事業者の経営判断によ

り、設備投資が中断されたものでございま

す。 

 もう一つの事業は、輸出向けＨＡＣＣＰ等

対応施設整備緊急対策事業でございまして、

約5,000万円の不用額が発生しております。 

 この補助金は、国の緊急経済対策に伴い、

平成31年２月補正で１億5,000万円の補助枠

で予算を御承認いただきました。その後４件

の補助事業を実施しておりますが、繰り越す

際、繰越金額は必要最小限との原則から、４

件の補助事業に係る約１億円を除く5,000万

円は繰り越さないこととしたため、不用額と

なったものでございます。２月補正での予算

計上でなければ、次の議会で減額することも

可能でしたけれども、減額することも困難で

あったため、不用額となったものでございま

す。 

 １億7,000万円の中身については以上でご

ざいます。 

 

○小早川宗弘委員 事業を取りやめられたの

は、１億円の何か事業があったかと思います

けれども、それは大体どういう内容だったん

ですか。 

 

○深川流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 １億円について、２事業者が取りやめてお

りまして、１つは地場企業、こちらのほう

は、野菜のカット工場の新設でございます。

もう一社が、本社が県外の企業でございます

が、こちらが、機能性食品の製造プラントの

ライン新設でございます。 

 再発防止といたしましては、事業者の事業

計画を厳しく見るであったり、次の補助金で

同じ事業者から申請があった場合には、評価

を落とすなども考えられますけれども、この

地域未来モデル事業そのものは、事業者が地

域経済を牽引する計画を作成しまして、その

名のとおり、外部環境の変化に伴って、地域

経済を牽引するような先進的な取組に対し、

補助金で後押しするものでございます。この

事業で、新分野に進出したり、新たな事業の

核を構築された事業者も数多くあるものです

から、ただ、一方で、先進的な取組であると

いうことで、事業者にとってもリスクを伴う

ということもございますので、景気循環など
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の外部環境の変化に伴って中断する経営判断

があってもやむを得ないというふうに考えて

いるところでございます。 

 ただ、一方で、事業者が事業計画を立てる

際、外部の専門家を入れる、そういった費用

に対する補助であるとか、専門家の紹介や派

遣、そういった政策も合わせて行うことで、

事業の成功率を高めてまいりたいというふう

に考えております。 

 以上でございます。 

 

○小早川宗弘委員 せっかく予算がついとっ

て、野菜のカットの工場だとか、あるいは製

造プラントの工場を建てられるといったこと

で、農業の活性化には大分大きな貢献を、成

功すればしたのではないかなというふうに思

いますし、私の地元のフードバレーアグリビ

ジネスセンター、ここの主なそういう先進的

な農業施策をやっていくとか、あるいは農業

の６次産業化だとか、あるいは農産物等のセ

ールスだとか、非常にこれから重要な農業施

策を担うところだというふうに思いますの

で、しっかりと事業を行っていただけるよう

なところ、完了していただけるようなところ

は見極めて予算を執行していただきたいとい

うふうに思います。 

 以上です。 

 

○髙木健次副委員長 附属資料の88ページ、

収入未済に関する調べについてお尋ねします

が、農村計画課。 

 一番上に、国営土地改良事業費負担金、今

回、収入未済額で1,200万円余出てますよ

ね。ここに、理由について、農業情勢の変化

に伴う支払い能力の低下ということで、今回

は1,200万円。ただ、これはやっぱり、最近

の後継者不足やらあるいは担い手不足、そし

て高齢化、それによって、また人口も減って

きている。 

 今年も、言われているように、米価の低下

といいますか、そういうことで、非常に農村

が、やっぱり農業をやめていくというよう

な、この状況の変化の現れだろうと思うんで

すよね。去年の決算額が幾らかちょっと私も

把握しておりませんけれども、昨年、一昨年

と、これはだんだんだんだんやっぱり減って

くる傾向になっているのかなという感じがい

たします。 

 ただ、やっぱりこの辺は、熊本県の農業を

はじめ、日本の農業の衰退化といいますか

ね、つながっていくのかなと非常に危惧をし

ておりますけれども、去年の決算額を含め

て、やっぱりこういう傾向がどんどんどんど

ん今から進んでいくのか、いっているのか、

その辺をちょっとお尋ねしたいと思います。 

 

○渡辺農村計画課長 御指摘の事業につきま

しては、昭和43年から平成７年にかけて行い

ました羊角湾土地改良事業に伴います農地の

開発事業に伴う農家の負担金でございます。 

 当時は、ミカンが非常に盛んで、高収益作

物ということで、それを目指して農地の開発

をしたわけでございますが、状況の変化によ

りまして、予定した作物等あるいは農家の収

入が確保できなかったということで、負担金

の徴収が難しくなってきているという状況で

ございます。 

 御指摘がございましたように、負担金の減

収の額でございますけれども、平成29年度は

1,400万円ほどございました。平成30年度

は、それが1,350万円、それと令和元年度

は、調書のとおり1,272万円ということで、

だんだん減少しているところではございま

す。 

 県の債務者としては、農家というよりも直

接的には土地改良区でございます。土地改良

区のほうと連携しまして、負担金の軽減に努

めていきたいというふうに考えております。 

 

○髙木健次副委員長 土地改良区関係の負担
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金ということですが、これはなかなか、県の

ほうがどうしようこうしようという計画を立

てても、やっぱりなかなか相手がいること

で、土地改良組合とか土改連とかのそういう

組織のやっぱり取組というのが非常に大きい

要素なのかなという感じがしますけれども、

ただ、やっぱりこれがだんだんだんだん規模

が小さくなってくると、あるいは負担金が、

未収金が入ってこなくなると、非常に農業の

衰退につながってくると思うんですよね。こ

れは、未済金が出た場合、この補塡というの

は、もう土地改良区かなんかがやるわけです

か。 

 

○渡辺農村計画課長 負担金につきまして

は、農家のほうが市町村に納めて、市町村か

ら県に納めるルートと、農家のほうから土地

改良区を通じて県に納めるルートと２パター

ンございまして、今回の場合は、土地改良区

を通じて納めるルートという形になっており

ます。土地改良区のほうにおかれましては、

農家のほうから直接負担金を納めていただく

という形になりますので、農家の状況であり

ますとか営農の状況とかを確認しながら、負

担金の徴収に努めていただいているところで

ございます。 

 

○髙木健次副委員長 最終的には、やっぱり

農家負担ということですよね。となると、例

えば、農家がもう農業をやめるとか、改良区

のこの計画に入ったけれども、ここを脱退す

るとかいうことになれば、非常にその辺でま

たいろいろと負担金の問題について出てくる

のかなと。こういう場合は、やっぱりもう土

地改良区、あるいは、これはもう最終的には

不納欠損というふうにつながっていくわけで

すかね。 

 

○渡辺農村計画課長 土地改良区のほうにお

かれましては、現在、鋭意農家を回られて、

負担金の確保に努められているところでござ

いますけれども、農家のほうも、高齢化した

り、あるいは離農されているところもござい

ます。一方で、既に負担金を納入されている

方もいらっしゃるわけでございまして、そう

いった方との不平等感も生じてくるというこ

とで、負担金の平等性という確保の観点から

も、徴収には努めてまいりたいというふうに

考えているところでございます。 

 

○髙木健次副委員長 分かりました。ただ、

これは、非常にまたいろいろ今後大きな一つ

の問題になるのかなというふうに思いますの

で、その辺はどうぞしっかりやっていただき

たいと思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 時間が過ぎましたけれど

も、１点だけよかですか。 

 28ページ、いっぱいあるばってん、パワー

アップ事業の補助金が、当初は23億円でした

けれども、20億円余りがもう必要なくなった

ということで、その理由として、事業量の減

及び入札残に伴う減となっておりますが、恐

らく入札残は微々たるもんだと思うんです

よ。そのほとんどが事業量の減に伴い、歳入

の必要性がなくなったというように理解して

いいんですかね。 

 

○井上農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 すみません、32ページを見ていただけませ

んでしょうか。 

 この事業の歳出で10番目に生産総合事業と

ありまして、強い農業づくり支援事業と、そ

の下に産地パワーアップ事業というのがござ

います。産地パワーアップ事業は、この強い

農業づくり支援事業と非常に似ている事業で

ございまして、産地パワーアップ事業で予算

化し、また、強い農業づくり支援事業でも同
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じ事業ができますので、同じように予算化は

どっちにらみでもできるように事業的には組

んでおります。 

 産地パワーアップ事業でやりたいと言われ

ている人が、強い農業づくり支援事業に移っ

て、強い農業づくり支援事業でやるとなりま

すと、その時点で産地パワーアップ事業のほ

うは、事業が減少するというような形でござ

いますので、地元からいえば、どちらかの事

業でやれるということですので、基本的に、

我々としては、どちらもお使いいただけるよ

う、地元のほうがどちらを使われるかという

ことを非常に念頭に置いてやっております。

ただ、国の事業ですので、強い農業づくり支

援事業に手を挙げても、ポイント制になって

おりますので、国のほうで採択できない場合

がございます。そういう場合は、逆に産地パ

ワーアップ事業でやられます。その逆もござ

います。という形で、この事業２つを使って

やっていくということでございます。 

 

○田代国広委員長 この数字を見ると、当初

の計画が、積算が極めて甘く見えるんですよ

ね。23億円が僅か３億円しか歳入なかったと

いうことで、そういったふうじゃないという

ことですか。 

 

○井上農産園芸課長 それに、もう１つ、産

地パワーアップ事業は、補正予算で組まれま

すので、基本的には10億円ほど今年も補正予

算で組みまして、それをすぐいきなり繰り越

します。それが使われなければこういう形の

事業になりますが、実は、それは両方のにら

みをしまして、強い農業づくり事業で使っ

て、産地パワーアップ事業は使わなくなっ

た。ですので、２つを同時にうまく使ってい

くということですので、強い農業づくり事業

のほうで事業ができれば、産地パワーアップ

事業は、こういう形で非常に繰越しや不用等

が出てしまう、それで差が出てしまう、こう

いう形になってしまうということですので、

見通しは、２事業にらんでやっているという

ところが、農林水産部の非公共のハード事業

のやり方でございます。 

 

○田代国広委員長 10億円の減少はどこにあ

るんですか。 

 

○井上農産園芸課長 10億円の減少は、ま

ず、産地パワーアップ事業の10億円のうち、

強い農業づくり支援事業――28ページです

か。 

 

○田代国広委員長 うん。 

 

○井上農産園芸課長 28ページの、まず、10

億円のほうは、基本的には、この20億円のう

ち10億円は全額繰り越しました。補正予算で

したので、全額繰り越しました。ただ、あと

10億円の場合が、これ本当に使う予定だった

んですけれども、産地パワーアップ事業と、

先ほどの強い農業づくり事業とにらみまし

て、強い農業づくり事業に移った分等々も

ございますので、最終的に、こういう３億

5,000万円の数字になって、20億円の減とい

う形になったということでございます。 

 

○田代国広委員長 20億円は、収入済額にな

っとらぬわけでしょう。10億円繰り越すとお

っしゃったんですけど――まあ数字的に間違

とっらぬということでしょうから、よろしい

ことにします。 

 なければ、これで農林水産部の審査を終了

します。 

 これより、午後１時まで休憩します。 

  午後０時11分休憩 

――――――――――――――― 

午後１時０分開議 

○田代国広委員長 休憩前に引き続き委員会

を再開します。 



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和２年10月20日) 

 - 31 - 

 それでは、これより土木部の審査を行いま

す。 

 執行部の説明を求めた後に、質疑を受けた

いと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、土木部長から決算概要の総括説

明を行い、続いて、担当課長から順次資料の

説明をお願いします。 

 初めに、上野土木部長。 

 

○上野土木部長 土木部長の上野でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 令和元年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項等のうち、土木部関係につきまして、その

後の措置状況を御報告いたします。 

 土木部関係として、「繰越事業について、

昨年度、河川及び港湾関係事業の繰越理由の

多くが、地元漁協など関係機関との調整に不

測の日数を要したためということに関し、改

善検討事項として、漁業協同組合、請負業者

及び発注者間の良好な関係づくりに努め、事

業の円滑化を図るよう指摘していたが、地元

漁協等との調整の現状について十分な把握が

できていなかった。繰越事業に係る地元漁協

等の関係機関との調整の現状を把握するとと

もに、引き続き、漁業協同組合、請負業者及

び発注者間の良好な関係づくりに努め、事業

の円滑化を図ること。」という御指摘があり

ました。 

 まず、繰越事業に係る地元漁協等との調整

の現状把握につきましては、工事箇所ごとに

協議内容等をより詳細に把握し、情報共有の

徹底を図ったところです。 

 また、工事施工に際し、発注者の責務とし

て、関係漁協に対し、工事着手前に工事内容

を説明し、工事着手後も施工内容に関する調

整が必要な場合は、県も一緒に対応するな

ど、引き続き、漁業協同組合、請負業者及び

発注者間の良好な関係づくりに努め、事業の

円滑化を図ってまいります。 

 続きまして、土木部の令和元年度決算の概

要を、決算特別委員会説明資料の１ページ、

令和元年度歳入歳出決算総括表で御説明いた

します。 

 まず、歳入でございますが、最下段の計の

欄のとおり、一般会計、特別会計合わせまし

て、収入済額が596億5,000万円余、不納欠損

額は58万3,000円余でございます。 

 不納欠損額の主なものは、熊本港の入居団

体の共益費であり、時効完成によるもので

す。 

 また、収入未済額は３億2,400万円余とな

っており、主なものは、海砂利超過採取に係

る過料等となっております。 

 なお、予算現額と収入済額との差267億

6,200万円余は、主に翌年度への事業繰越し

に伴う国庫支出金の減でございます。 

 続きまして、歳出でございますが、一般会

計、特別会計合わせまして、支出済額が1,21

3億7,900万円余、翌年度繰越額は547億3,900

万円余でございます。 

 繰越理由の主なものとしましては、事業計

画策定に当たって、地元住民や関係機関など

との調整に時間を要したことなどにより工期

が不足し、やむを得ず令和２年度へ繰越しし

たもので、現在、その執行に鋭意取り組んで

いるところでございます。 

 また、不用額は、52億6,100万円余となっ

ており、その主な理由は、国費予算の内示減

による事業費確定に伴う執行残等によるもの

でございます。 

 以上、令和元年度土木部歳入歳出決算の概

要につきまして、総括的に御説明申し上げま

したが、詳細につきましては、関係課長から

説明いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。 
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○田代国広委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○木山監理課長 監理課でございます。 

 土木部の定期監査におきましては、道路整

備課について指摘がございました。 

 その内容と対応状況につきましては、後ほ

ど担当課長から説明をさせていただきます。 

 まず、決算の概要について御説明いたしま

す。 

 決算特別委員会資料、２ページをお願いい

たします。 

 一般会計の歳入についてでございますが、

２ページから４ページにかけまして、使用料

及び手数料、国庫支出金、財産収入、繰越

金、諸収入がございますが、いずれも不納欠

損額、収入未済額ともにございません。 

 次に、５ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出について御説明いたしま

す。 

 ３段目の土木総務費におきましては、

1,731万9,000円の不用額が生じております。

これは、主に熊本地震に係る都道府県派遣職

員負担金の執行残でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ２段目の建設業指導監督費におきまして

は、2,033万7,000円の不用額を生じておりま

す。これは、主に建設産業総合支援事業にお

ける補助金等の執行残でございます。 

 監理課の説明は以上です。よろしくお願い

いたします。 

 

○馬場用地対策課長 用地対策課です。 

 決算の概要について御説明いたします。 

 説明資料の７ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入です。 

 上段の使用料及び手数料、下段の諸収入に

ついて、いずれも不納欠損額、収入未済額と

もにございません。 

 上段の使用料及び手数料で、予算に対し収

入済額に106万8,000円の増額が生じましたの

は、備考欄に記載のとおり、収用裁決申請が

３件あったためでございます。 

 また、下段の諸収入で、予算に対し収入済

額に218万2,000円の減額が生じましたのは、

備考欄に記載のとおり、収用委員会において

鑑定等を要する裁決がなかったためでござい

ます。 

 次に、説明資料、８ページをお願いいたし

ます。 

 一般会計の歳出です。 

 土木費で611万3,000円の不用額が生じてお

ります。これは、備考欄に記載のとおり、収

用手続に係る鑑定料等の執行残でございま

す。 

 続きまして、説明資料の９ページをお願い

いたします。 

 用地先行取得事業特別会計の歳入です。 

 上段の財産収入、中段の繰越金、下段の県

債について、いずれも不納欠損額、収入未済

額ともにございません。 

 上段の財産収入は、特別会計で先行取得し

た用地分の一般会計への売払い収入で、実績

により、予算額に対し１億5,480万円の増額

となっております。 

 中段の繰越金については、前年度からの繰

越金を計上しております。 

 下段の県債につきましては、下から２段目

の国庫補助道路用地先行取得事業費は、本渡

道路の整備に伴う調達額で、最下段の国庫補

助街路用地先行取得事業費は、熊本高森線４

車線化の用地取得実績により特別会計での資

金調達が不要となったため、４億円の減額と

なっております。 

 次に、10ページをお願いいたします。 

 特別会計の歳出です。 

 土木費のうち、上段から３段目の街路事業

費で４億円の不用額が生じております。 

 先ほど歳入で説明いたしました県道熊本高
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森線の４車線化で、予算を確保して取り組み

ましたが、昨年度は一般会計での対応ができ

たため、不用となったものでございます。 

 以上で用地対策課の説明を終わります。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○桑元土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 決算について御説明いたします。 

 委員会説明資料の11ページをお願いしま

す。 

 歳入について御説明いたします。 

 １段目の財産収入、４段目の繰越金及び５

段目の諸収入とも、不納欠損額、収入未済額

はございません。 

 ５段目の諸収入ですが、予算額に対する収

入済額が950万円の増となっております。こ

れは、備考欄に記載のとおり、主に南阿蘇村

への派遣職員に係る負担金によるものでござ

います。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 資料の12ページをお願いいたします。 

 土木総務費におきまして、1,030万8,000円

の不用額が生じております。主な理由は、Ｃ

ＡＬＳ／ＥＣ事業に関する入札に伴う執行残

でございます。 

 土木技術管理課の説明は以上でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○森道路整備課長 道路整備課でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、本年度の定期監査において指摘事項

がございましたので、説明いたします。 

 お手元の資料のうち、監査結果指摘事項と

いう表題の資料をお願いいたします。 

 指摘事項は、電話料金の支払い遅延につい

てでございます。 

 内容は、「令和元年８月分電話料金につい

て支払が遅れたため、遅延利息50円が発生し

ている。支払手続において組織的なチェック

体制の強化を図り、支払漏れの防止に努める

こと。」でございます。 

 事案の概要について説明いたします。 

 令和元年５月26日から７月25日に係る電話

料金の請求書が、８月中旬に送付されていま

したが、他の郵便物に紛れ、到着しているこ

とに気づかず、支払い期限の令和元年８月26

日を過ぎて令和元年９月20日に支払ったため

に、遅延利息が生じたものでございます。 

 対応状況につきましては、遅延利息を含め

た請求書が10月に送付され、電話料金と合わ

せて令和元年10月25日に支払っております。 

 再発防止としまして、電話料金やコピー機

代など定期的な支払いが発生するものについ

ては、支払い管理表を部内ネットワークの共

有フォルダに掲載し、総務班及び監理課経理

班の担当が相互にかつ定期的に確認し、支出

命令書の作成、相手方への振込に漏れがない

よう徹底いたしました。 

 次に、決算について説明いたします。 

 説明資料の13ページをお願いします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 主な内容について説明します。 

 表の１段目をお願いします。 

 土木費負担金でございますが、予算額に対

して、3,980万6,000円の減となっておりま

す。これは、繰越しに伴うものでございま

す。 

 表の上から４段目をお願いします。 

 土木費国庫補助金ですが、予算額に対して

91億8,554万6,000円の減となっております。

これは、繰越し及び事業費確定に伴うもので

ございます。 

 次に、14ページをお願いします。 

 上から３段目の諸収入でございますが、予

算額に対して、3,978万1,000円の減となって

おります。これは、繰越し及び事業費確定に

伴うものでございます。 
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 なお、15ページの上から２段目の損害弁償

金ですが、これは、施工中の橋梁工事におい

て、設計の誤りが判明し、その対策工事に要

する費用について、設計を実施したコンサル

タントから弁償金として受け入れるものでご

ざいます。全額を令和２年度へ繰り越してお

ります。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 16ページをお願いします。 

 ２段目の道路橋りょう総務費の不用額は

457万円でございます。これは、直轄事業負

担金の事業費確定による執行残などでござい

ます。 

 17ページをお願いします。 

 １段目の道路新設改良費の不用額は５億

2,614万4,000円でございます。これは、道路

改築費や地域道路改築費の事業費確定による

執行残などでございます。 

 以上が一般会計における歳入、歳出でござ

います。 

 続きまして、翌年度への繰越事業に関しま

して、附属資料で説明いたします。 

 道路整備課分につきましては、資料の１ペ

ージから90ページに箇所ごとに記載しており

ます。 

 89ページをお願いします。 

 道路整備課の明許繰越しの合計は、最下段

のとおり、425か所で、繰越額は172億5,150

万6,000円でございます。そのうち、２月補

正分が87か所で、総額は34億8,027万2,000円

でございます。 

 繰越しの理由といたしましては、地元住民

や交通管理者などの関係機関との協議調整や

用地補償交渉の難航などに不測の日数を要し

たことなどにより、やむなく次年度へ繰り越

したものでございます。 

 次に、90ページをお願いします。 

 道路整備課の事故繰越は、最下段のとお

り、１か所で、繰越額は２億3,097万9,000円

でございます。 

 繰越しの理由といたしましては、熊本地震

の影響により人員や資材の確保が困難とな

り、工事施工に不測の日数を要したため、や

むなく次年度へ繰り越したものでございま

す。 

 これらの繰越事業につきましては、現在、

工事は順調に進んでおり、年度内に全ての工

事が完了する予定でございます。 

 道路整備課は以上です。よろしくお願いい

たします。 

 

○吉ケ嶋道路保全課長 道路保全課でござい

ます。 

 決算につきまして御説明をいたします。 

 説明資料の18ページをお願いいたします。 

 まず、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 主な内容について御説明をいたします。 

 １段目の分担金及び負担金については、予

算額に対し968万1,000円の減となっておりま

す。これは、主に道路施設保全改築費負担金

の繰越し及び事業費の確定に伴うものでござ

います。 

 19ページをお願いいたします。 

 ４段目の国庫支出金につきましては、予算

額に対し47億577万1,000円の減となっており

ます。これは、最下段に記載のとおり、工事

の繰越し及び事業費の確定に伴うものでござ

います。 

 20ページをお願いいたします。 

 １段目の財産収入につきましては、予算額

に対し、670万2,000円の減となっておりま

す。これは、主に土地売払収入の実績増に伴

うものでございます。 

 この内容につきましては、後ほど附属資料

にて御説明をいたします。 

 次に、５段目の雑入でございますが、予算

に対し、1,862万9,000円の減となっておりま

す。これは、主に路側構造物整備費負担金の

繰越しに伴う減によるものでございます。 
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 歳入につきましては以上でございます。 

 続きまして、歳出について御説明をいたし

ます。 

 説明資料の21ページをお願いいたします。 

 ２段目の道路橋りょう総務費の不用額の

816万6,000円の主な理由は、道路管理事業に

おける道路賠償責任保険の入札に伴う執行残

によるものでございます。 

 ３段目の道路維持費の不用額7,457万9,000

円の主な理由は、単県道路維持修繕費におけ

る積雪対策等の執行残によるものでございま

す。 

 22ページをお願いいたします。 

 道路新設改良費の不用額９億1,524万6,000

円の主な理由は、道路施設保全改築費の事業

費確定に伴う執行残によるものでございま

す。 

 歳出につきましては以上でございます。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

しては、附属資料で御説明をいたします。 

 道路保全課につきましては、附属資料の91

ページから148ページまで記載しておりま

す。 

148ページをお願いいたします。 

 道路保全課の明許繰越しの合計は、503か

所、98億6,759万2,000円でございます。 

 繰越しの主な理由といたしましては、計画

の策定、工法の検討等、不測の日数を要した

ことにより、やむを得ず繰り越ししたもの

で、現在、その執行に鋭意取り組んでいると

ころでございます。 

 最後に、県有財産の処分状況につきまして

は、附属資料の244ページの一覧表のとおり

でございます。 

 以上で道路保全課の説明を終わらせていた

だきます。よろしくお願いいたします。 

 

○宮島都市計画課長 都市計画課でございま

す。 

 まず、決算について御説明いたします。 

 説明資料の23ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 主な内容について御説明いたします。 

 分担金及び負担金でございますが、２段目

の重要幹線街路事業費負担金が、予算現額に

対して、554万7,000円の減となっておりま

す。これは、事業費確定に伴うものでござい

ます。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 国庫支出金でございますが、下から２段目

の社会資本整備総合交付金が、予算現額に対

して、30億5,587万2,000円の減となっており

ます。これは、令和２年度への繰越しに伴う

ものでございます。 

 次に、25ページをお願いいたします。 

 繰入金でございますが、下から２段目の緑

の基金繰入金が、予算現額に対して、231万

3,000円の減となっております。これは、民

間施設緑化推進事業の事業費確定に伴うもの

でございます。 

 次に、26ページをお願いいたします。 

 最下段の雑入でございますが、予算現額に

対して、943万9,000円の増となっておりま

す。これは、主に連続立体交差事業残地売却

に係る売買代金によるものでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 27ページをお願いいたします。 

 ２段目の景観整備費の不用額834万円は、

緑化景観対策事業並びに民間施設緑化推進事

業の事業費確定に伴うものでございます。 

 次に、28ページをお願いいたします。 

 都市計画総務費の不用額731万円は、主に

屋外広告物対策推進事業の事業費確定に伴う

ものでございます。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 １段目の土地区画整理費の不用額２億

7,363万2,000円は、土地区画整理事業費の事

業費確定に伴うものでございます。 

 以上が一般会計における歳入、歳出でござ
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います。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

して、附属資料で御説明いたします。 

 都市計画課の繰越事業につきましては、附

属資料の149ページから157ページに記載して

おります。 

156ページをお願いいたします。 

 都市計画課の明許繰越しの合計は、最下段

のとおり、34か所で、48億7,922万3,000円で

ございます。 

 繰越しの主な理由といたしましては、関係

機関との協議調整や建物移転に係る補償交渉

等に不測の日数を要したことにより、やむを

得ず次年度へ繰り越したものでございます。 

 次に、157ページをお願いいたします。 

 都市計画課の事故繰越の合計は、４か所

で、６億3,332万2,000円でございます。 

 繰越しの理由といたしましては、土地区画

整理事業において、移転補償や工事の前提と

なります仮換地指定に当たり、地権者との交

渉に不測の日数を要したため、やむなく次年

度へ繰り越したものでございます。 

 最後に、県有財産の処分状況につきまして

は、附属資料の245ページから246ページの一

覧表のとおりでございます。 

 以上で都市計画課の説明を終わらせていた

だきます。よろしくお願いいたします。 

 

○森下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 まず、決算について御説明いたします。 

 説明資料の31ページをお願いいたします。 

 31ページから33ページまでが一般会計の歳

入ですが、不納欠損額、収入未済額はござい

ません。 

 主な内容について御説明します。 

 31ページ２段目の国庫支出金ですが、予算

に対して、3,141万3,000円の減となっており

ます。 

 これは、３段目の市町村都市災害復旧指導

監督事務費負担金、次に、32ページをお願い

いたします。２段目の廃棄物処理施設整備事

業事務費補助、３段目の農山漁村地域整備交

付金の繰越しに伴うものなどでございます。 

 続きまして、34ページから37ページまでが

一般会計の歳出でございます。 

 34ページをお願いします。 

 ２段目の公害規制費の不用額133万6,000円

は、主に生活排水適正処理重点推進事業の執

行残によるものでございます。 

 同じく34ページ、最下段の環境整備費の不

用額1,524万円は、主に浄化槽整備事業の執

行残によるものでございます。 

 続きまして、流域下水道事業特別会計につ

いて御説明いたします。 

 38ページから41ページまでが流域下水道事

業特別会計の歳入ですが、不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 38ページをお願いします。 

 １段目の分担金及び負担金ですが、予算に

対して1,247万8,000円の増となっております

のは、平成30年度に市町村から受け入れた汚

水が当初の見込みから増加し、その増加分に

係る維持管理負担金を令和元年度に精算した

ことなどによるものでございます。 

 次に、39ページをお願いします。 

 １段目の国庫支出金ですが、予算に対して

６億9,851万9,000円の減となっておりますの

は、流域下水道建設事業の繰越しに伴うもの

でございます。 

 次に、41ページをお願いします。 

 １段目の県債ですが、予算に対して２億

8,800万円の減となっておりますのは、流域

下水道建設事業の繰越し等に伴うものでござ

います。 

 続きまして、42ページから44ページまで

は、流域下水道事業特別会計の歳出でござい

ます。42ページをお願いします。 

 １段目の流域下水道費の不用額６億5,289

万8,000円は、そのほとんどが、令和２年４
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月１日から公営企業会計を適用するに当た

り、３月31日までに特別会計で支払いが終わ

らなかった事業費を令和２年度の公営企業会

計に引き継ぐ必要があるため、特別会計の令

和元年度不用額としたものによるものでござ

います。 

 なお、この公営企業会計が引き継いだ事業

費は、令和２年４月に全ての支払いを完了し

ております。 

 一般会計、流域下水道事業特別会計の歳

入、歳出の説明は以上です。 

 続きまして、翌年度への繰越事業について

御説明いたします。 

 附属資料の158ページをお願いいたしま

す。 

 下水環境課における繰越事業につきまして

は、158ページから165ページに記載しており

ます。 

160ページをお願いします。 

 一般会計につきましては、160ページの最

下段のとおり、９か所で、3,473万円の繰越

しとなっています。 

 主な理由といたしましては、別工事との調

整や入札不調による計画変更、見直しの検討

に不測の日数を要したため、やむを得ず次年

度に繰り越したものでございます。 

 次に、164ページをお願いします。 

 流域下水道事業特別会計につきましては、

明許繰越分が、164ページの最下段のとお

り、17か所で、11億8,346万5,000円の繰越し

となっております。 

 主な理由としましては、国の補正予算に係

るもの、また、氷川町の宮原処理区の八代北

部流域下水道への編入に係る工事において、

道路や上水道管理者との調整に不測の日数を

要したことなどにより、やむを得ず次年度に

繰り越したものでございます。 

 次に、165ページをお願いします。 

 事故繰越につきましては、165ページの最

下段のとおり、１か所、6,765万円となって

おります。 

 主な理由としまして、全国的に大規模災害

が発生したことにより、建設資材や労務者等

の確保が困難となり、その調達や調整に不測

の日数を要したため、やむを得ず事故繰越し

たものでございます。 

 なお、一般会計、流域下水道事業特別会計

における繰越事業につきましては、全て令和

２年度内に完了予定でございます。 

 以上で下水環境課の説明を終わります。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○菰田河川課長 河川課でございます。 

 歳入歳出決算について御説明させていただ

きます。 

 まず、歳入についてですが、説明資料の45

ページをお願いいたします。 

 １段目の分担金及び負担金は、海岸事業に

伴う市町村の分担金ですが、不納欠損額及び

収入未済額はありません。 

 次に、５段目の使用料及び手数料につきま

しては、不納欠損額が３万2,000円、収入未

済額が312万6,000円となっております。 

 それぞれの内容につきましては、後ほど附

属資料で御説明いたします。 

 46ページをお願いいたします。 

 下から４段目の国庫支出金につきまして

は、不納欠損額、収入未済額ともにございま

せんが、予算現額と収入済額との比較で46億

6,575万4,000円の減となっております。これ

は、繰越し及び事業費確定に伴うものです。 

 この繰越しにつきましても、後ほど附属資

料で御説明いたします。 

 48ページをお願いいたします。 

 下から４段目の諸収入ですが、不納欠損額

はございませんが、収入未済額が３億489万

円となっております。 

 これにつきましても、後ほど御説明いたし

ます。 

 続きまして、歳出を御説明いたします。 
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 51ページをお願いします。 

 ２段目の河川海岸総務費につきまして、

8,451万円の不用額が生じています。これ

は、主に河川管理費、国直轄事業の事業費確

定に伴う執行残によるものです。 

 52ページをお願いします。 

 １段目の河川改良費につきまして、２億

845万9,000円の不用額が生じています。これ

は、主に河川改良費、単県河川等災害関連事

業の事業費確定に伴う執行残によるもので

す。 

 54ページをお願いします。 

 １段目の土木災害復旧費で12億6,150万

3,000円の不用額が生じています。これは、

主に２段目の河川等補助災害復旧費及び55ペ

ージ、１段目の河川等単県災害復旧費の額の

確定に伴う執行残によるものです。 

 以上が歳入歳出決算に関しての説明となり

ます。 

 続きまして、別冊の附属資料にて繰越事業

の説明をさせていただきます。 

 明許繰越しにつきましては、附属資料の

166ページから191ページに記載しておりま

す。191ページをお願いします。 

 191ページ、最下段の合計欄をお願いいた

します。 

 河川課の明許繰越しの合計は、363か所、

100億2,894万8,000円となっております。 

 主な理由としまして、工法選択や関係機関

等との協議、相続による用地買収の遅れ及び

工事増加に伴う労務者や建設資機材等の不足

など、その調整や手配等に時間を要したこと

により、やむを得ず次年度へ繰り越したもの

です。 

 次に、事故繰越につきまして、192ページ

に掲載しております。 

 192ページ、最下段の合計欄に記載してお

りますとおり、河川課の事故繰越の合計は、

13か所、８億4,127万1,000円となっておりま

す。 

 主な理由としまして、災害復旧事業におい

て、相続による用地取得の遅れや令和元年６

月梅雨前線豪雨による再被災に伴う箇所見直

し等により、工事の施工期間に不足が生じた

ため、次年度へ繰り越ししたものです。 

 なお、いずれも、今年度中に施工を完了す

る予定です。 

 続きまして、収入未済額について御説明さ

せていただきます。 

 235ページをお願いします。 

 235ページ、１段目の河川敷占用料で72万

3,000円、２段目の土石採取料で240万2,000

円、３段目の雑入で３億489万円の収入未済

が生じております。 

 これらの理由につきましては、次ページ、

236ページの上段にあります、３、収入未済

額の状況を御覧ください。 

 まず、１段目の河川敷占用料で10件の収入

未済がございます。 

 理由としましては、生活困窮によるものが

２件、所在不明によるものが３件、督促等を

行いましたが、非協力的によるものが５件と

なっております。 

 なお、現在までに、生活困窮２件のうち１

件と非協力的５件のうち３件は納付済みとな

っております。 

 次に、２段目の土石採取料で１件の収入未

済がございます。 

 理由としましては、その他が１件で、備考

欄には代表者死亡と記載しておりますが、正

誤表のとおり、経営不振によるものと訂正さ

せていただきます。申し訳ございません。 

 ３段目、雑入の海砂利超過採取に係る過料

及び４段目の海砂利超過採取に係る不当利得

のどちらも同一の債務者によるもので、計５

件の収入未済がございます。 

 理由としましては、その他の５件となって

おり、その内容としましては、会社代表者の

死亡によるものが２件、会社の経営不振によ

るものが３件となっております。 
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 占用料等の使用料の未収金につきまして

は、これまで出先機関とも連携しながら徴収

に努めているところでございますが、引き続

き、未収金の解消に向けて、納付指導等に取

り組んでまいります。 

 また、過料等の雑入の未収金につきまして

は、平成22年度と平成24年度に判明した民間

業者による海砂利の違法採取に起因するもの

で、資料に数字の記載はございませんが、過

料等の全体額は３億2,400万円余でございま

した。そのうち、令和元年度末までに1,900

万円余が納付されている状況です。 

 いずれの事業者も、経営状況が厳しく、ま

た、財産調査の結果でも、全額の納付が可能

な状況ではありませんでした。 

 徴収が難しい状況ではありますが、今後も

引き続き、事業者への訪問を行うなど、粘り

強く徴収に取り組んでまいります。 

 最後に、不納欠損額につきまして、242ペ

ージを御覧ください。 

 使用料の不納欠損額として、河川敷占用料

で３万2,000円が生じております。 

 理由としまして、平成25年度及び平成26年

度の河川敷占用料についての時効期間満了に

よる債権消滅によるものでございます。 

 以上で河川課の説明を終わらせていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

 

○原港湾課長 港湾課でございます。 

 決算の概要について御説明いたします。 

 説明資料の56ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入について御説明いたしま

す。 

 最上段の分担金及び負担金は、港湾事業に

伴う市町村負担金で、不納欠損額、収入未済

額はありません。 

 なお、予算現額と収入済額との比較の329

万8,000円の減につきましては、事業費確定

によるものです。 

 最下段の使用料及び手数料において、16万

9,000円の収入未済額があります。 

 内容につきましては、後ほど附属資料で御

説明いたします。 

 57ページをお願いいたします。 

 上から３段目の国庫支出金に、不納欠損

額、収入未済額はありません。 

 予算現額と収入済額との比較の６億3,716

万2,000円の減につきましては、繰越し及び

事業費確定によるものです。 

 58ページをお願いいたします。 

 財産収入、繰越金、諸収入に不納欠損額、

収入未済額はありません。 

 なお、諸収入の予算現額と収入済額との比

較の1,416万8,000円の増につきましては、開

発指定事業高率補助精算金の増などによるも

のです。 

 59ページをお願いいたします。 

 次に、一般会計の歳出について御説明いた

します。 

 上から２段目の港湾管理費で634万1,000円

の不用額が生じています。これは、事業費確

定に伴う執行残によるものです。 

 60ページをお願いいたします。 

 最上段の港湾建設費で1,729万4,000円の不

用額、２段目の空港管理費で823万3,000円の

不用額が生じています。これは、事業費確定

に伴う執行残によるものです。 

 61ページをお願いいたします。 

 上から２段目の港湾補助災害復旧費で

1,567万5,000円の不用額が生じています。こ

れは、国による災害査定を踏まえた執行残で

ございます。 

 62ページをお願いいたします。 

 港湾整備事業特別会計の歳入について御説

明いたします。 

 最上段の使用料及び手数料において、277

万円の収入未済額があります。 

 内容については、後ほど附属資料で御説明

いたします。 

 ４段目からの国庫支出金、財産収入に不納
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欠損額、収入未済額はありません。 

 63ページをお願いいたします。 

 最上段からの繰入金、繰越金に不納欠損

額、収入未済額はありません。 

 上から３段目の諸収入において、55万

1,000円の不納欠損額と221万6,000円の収入

未済額があります。 

 内容については、後ほど附属資料で御説明

いたします。 

 最下段の県債に不納欠損額、収入未済額は

ありません。 

 64ページをお願いいたします。 

 港湾整備事業特別会計の歳出について御説

明いたします。 

 上から２段目の施設管理費につきまして、

4,107万4,000円の不用額が出ています。これ

は、事業費確定に伴う執行残によるもので

す。 

 65ページをお願いいたします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計について御

説明いたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はありません。 

 66ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 熊本港臨海用地造成事業費で251万7,000円

の不用額が生じています。これは、事業費確

定に伴う執行残によるものです。 

 以上で、一般会計、特別会計の歳入、歳出

に関する説明を終わります。 

 続きまして、附属資料について御説明いた

します。 

 まず、繰越しについて御説明いたします。 

 附属資料の193ページから204ページが港湾

に係る繰越事業でございます。201ページを

お願いいたします。 

 記載のとおり、一般会計の明許繰越しは、

48か所、19億2,644万5,000円で、理由としま

しては、工法の選択等に不測の日数を要した

ことなどでございます。 

 202ページをお願いいたします。 

 最下段のとおり、一般会計の事故繰越は、

１か所、1,236万2,000円で、理由としまして

は、新型コロナウイルス感染拡大防止に向け

た取組として、業務を一時中止したことによ

るものでございます。 

 204ページをお願いします。 

 最下段のとおり、港湾整備事業特別会計の

明許繰越しは、８か所、５億1,089万8,000円

で、理由としましては、関係者との協議に不

測の日数を要したことなどでございます。 

 237ページをお願いいたします。 

 続きまして、収入未済について御説明いた

します。 

 一般会計では、最上段のとおり、使用料及

び手数料のうち、港湾区域占用料で16万

9,000円の収入未済額があり、理由は、債務

者の生活困窮です。 

 なお、最下段の未収金対策のとおり、本年

度、時効完成により不納欠損処分を予定して

おります。 

 238ページをお願いします。 

 港湾整備事業特別会計では、最上段のとお

り、使用料及び手数料のうち、重要港湾使用

料で277万円の収入未済額があり、理由は、

徴収猶予及び債務者の業績不振のためです。 

 また、２段目の諸収入の雑入で221万6,000

円の収入未済額があり、理由は、債務者の業

績不振のためです。 

 対策につきましては、239ページを御覧く

ださい。 

 徴収猶予分につきましては、新型コロナウ

イルス感染症支援策として、令和２年３月分

の使用料の徴収猶予を実施したことにより発

生した未収金で、その後、追加支援策とし

て、事業者の売上減少率に応じて使用料の２

分の１を減免していますので、減免後の使用

料について、納付期限までの支払いを指導し

ております。 

 徴収猶予分以外につきましては、分納誓約
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書による分納納付指導等を継続中でございま

す。 

 今後も、四半期ごとに進捗状況を確認し、

未収金解消に向けた対策の検討を行ってまい

ります。 

 243ページをお願いいたします。 

 最後に、不納欠損について御説明いたしま

す。 

 諸収入の不納欠損額として、雑入で55万

1,000円が生じております。 

 これは、平成21年５月に、業績不振により

閉店したレストランの同年４、５月分の電気

料金等の共益費が未収金になっていたもの

で、令和元年６月及び７月に時効期間の10年

が満了し、かつ債務者からの時効の援用によ

り時効が完成したことで、県の債権が消滅し

たことによるものでございます。 

 以上で港湾課の説明は終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○西田砂防課長 砂防課でございます。 

 まず、決算につきまして御説明いたしま

す。 

 説明資料の67ページをお願いいたします。 

 最初に、歳入につきまして御説明いたしま

す。 

 砂防課におきましては、不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 主な内容について御説明いたします。 

 下から４段目の国庫支出金につきまして

は、予算現額と収入済額との比較で29億557

万4,000円の減となっております。これは、

社会資本整備総合交付金や砂防激甚災害特別

緊急事業費補助などにおける繰越し及び事業

費確定によるものでございます。 

 続きまして、支出について御説明いたしま

す。 

 説明資料の69ページをお願いいたします。 

 上から３段目の砂防費につきましては、不

用額５億628万2,000円が生じております。主

な理由としましては、事業費確定に伴うもの

でございます。 

 続きまして、翌年度への繰越事業費につい

て御説明いたします。 

 附属資料をお願いいたします。 

 附属資料の205ページから227ページにかけ

て、令和元年度への明許繰越しを記載してお

ります。 

 227ページをお願いいたします。 

 最下段に記載しておりますように、令和２

年度への繰越額は、合計で181か所、61億

1,567万1,000円でございます。 

 繰越しの主な理由としましては、工事の施

工に伴います工事用進入路の配置や工事用地

の取得に関して、地元関係者との協議調整に

不測の日数を要したことにより、やむを得ず

次年度へ繰り越しするものでございます。 

 次に、附属資料の228ページに令和元年度

の事故繰越を記載しております。 

228ページをお願いいたします。 

 最下段に記載してありますように、令和２

年度への事故繰越は、合計で２か所、１億

8,146万2,000円でございます。 

 事故繰越の主な理由としましては、熊本地

震の影響によりまして、２か所とも南阿蘇村

の工事で、阿蘇管内では工事が集中したため

に、生コンクリートなどの資材確保が困難と

なりまして、工事施工に不測の日数を要した

ことにより、やむを得ず次年度へ事故繰りを

したものでございます。 

 なお、この２か所につきましては、工事進

捗を図り、年度内に完了予定でございます。 

 以上で砂防課の説明を終わらせていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

 

○小路永建築課長 建築課でございます。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料の70ページをお願いいたします。 

 歳入でございますが、不納欠損額及び収入

未済額はございません。 
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 71ページをお願いいたします。 

 ２段目以降の国庫支出金につきましては、

収入済額が予算現額に対して1,083万9,000円

の減となっております。これは、４段目の社

会資本整備総合交付金の繰越し及び事業費確

定によるものです。 

 次に、73ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 上から３段目の建築指導費における不用額

2,053万4,000円につきましては、主に危険ブ

ロック塀等安全確保支援事業の事業費確定に

伴う執行残でございます。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

して、附属資料で説明いたします。 

 建築課につきましては、附属資料の229ペ

ージから231ページに記載しております。 

 231ページの最下段のとおり、建築課の令

和２年度への繰越しの合計は、3,109万1,000

円でございます。 

 繰越しの主なものとしましては、まず、

229ページ、１段目に記載している地域復興

拠点づくり事業で、仮設住宅団地に建つみん

なの家の移築等の利活用促進を行っておりま

すが、甲佐町、南阿蘇村及び益城町のみんな

の家の利活用基礎資料の作成に伴い、町や

村、地元住民との調整に時間を要したため、

やむなく繰越しを行ったものでございます。 

 なお、３か所とも９月末で全て完了してお

ります。 

 次に、５段目にあります住宅耐震化支援事

業で、県内全域において木造住宅の耐震化の

ための支援を行っておりますが、関係者との

調整に時間を要したため、やむなく繰越しを

行ったものでございます。 

 建築課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○緒方営繕課長 営繕課でございます。 

 説明資料の74ページをお願いいたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 国庫支出金及び繰越金がございますが、い

ずれも不納欠損額及び収入未済額はございま

せん。 

 次に、75ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 土木総務費の不用額5,667万9,000円につき

ましては、主に県有施設の改修等に係る工事

請負費や設計管理委託料の入札に伴う執行残

及び事務費の執行残でございます。 

 続きまして、翌年度への繰越しにつきまし

て、附属資料で御説明いたします。 

 営繕課につきましては、附属資料の232ペ

ージから233ページに記載しております。 

233ページをお願いいたします。 

 営繕課の令和２年度への繰越しの合計は、

表最下段のとおり、県有施設保全改修費で８

か所、合計３億4,939万円となっております

が、関係機関との協議等に不測の日数を要し

たため、やむを得ず次年度へ繰り越したもの

でございます。 

 営繕課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○折田住宅課長 住宅課でございます。 

 決算の概要について御説明いたします。 

 説明資料の76ページをお願いします。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 １段目の使用料及び手数料ですが、調定額

21億6,100万円に対し、収入済額が21億4,936

万1,000円、収入未済額が1,163万9,000円と

なっております。 

 使用料の内訳として、３段目に県営住宅使

用料、４段目に駐車場などの県営住宅用地使

用料を記載しております。 

 収入未済の状況につきましては、後ほど附

属資料で御説明いたします。 

 下から２段目の国庫支出金ですが、予算現

額と収入済額との比較で、２億1,883万7,000

円の減となっております。これは、最下段の

社会資本整備総合交付金の繰越し及び事業費
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確定に伴うものです。 

 次に、77ページから78ページにかけまし

て、財産収入、繰越金、諸収入、受託事業収

入、雑入がございますが、いずれも不納欠損

額、収入未済額ともございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 79ページをお願いします。 

 上から２段目の住宅管理費の不用額3,146

万2,000円の主な理由は、県営住宅維持補修

費の事業費確定に伴う執行残、訴訟に係る訴

訟費用の執行残でございます。 

 ３段目の住宅建設費の不用額3,553万2,000

円の主な理由は、公営住宅ストック総合改善

事業費の事業費確定に伴う執行残でございま

す。 

 続きまして、附属資料にて繰越事業及び収

入未済の状況について御説明いたします。 

 附属資料の234ページをお願いします。 

 まず、繰越事業について御説明いたしま

す。 

 住宅課の明許繰越しの合計は、最下段に記

載のとおり、５億9,369万6,000円でございま

す。 

 繰越しの主な理由といたしましては、入札

不調の結果を踏まえた工事着工住戸数の変更

に不測の日数を要したこと、また、基本計画

の策定、変更に不測の日数を要したことなど

により、やむを得ず繰り越したものでござい

ます。 

 次に、収入未済の状況について御説明いた

します。 

 240ページをお願いします。 

 １の歳入決算の状況の１段目の県営住宅使

用料で1,101万1,000円、２段目の県営住宅用

地使用料で62万7,000円の収入未済が生じて

おります。 

 これらの理由は、県営住宅入居者の方が、

収入の低下等により生活困窮の度合いが増し

収入未済となったケースや、既に県営住宅を

退去した方々の滞納が主な原因です。 

 241ページをお願いいたします。 

 令和元年度の未収金対策を記載しておりま

す。 

 県営住宅使用料について、入居者対策とし

まして、③の職員による電話催告や分納指

導、④の３か月以上の滞納者への催告及び当

該催告に応じない滞納者の連帯保証人への通

知等を重点的に取り組んでおります。 

 また、退去者対策といたしまして、④の分

納誓約の実施を重点的に取り組んでおりま

す。 

 引き続き、様々な事情を抱える入居者の方

々のお話をお聞きし、場合によっては、減免

制度を利用するなど配慮を行いながら、歳入

確保及び公平性の観点から未収金対策に取り

組んでまいります。 

 以上で住宅課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で土木部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑は、該当する資料、すなわち説明資料

と附属資料がありますが、いずれかを述べた

後、ページ番号を述べてからお願いいたしま

す。 

 それでは、質疑ありませんか。 

 

○松田三郎委員 説明資料より附属資料のほ

うが分厚いというのは、土木部ならではかな

と思っておりますが、今までの部よりも、こ

の不用額を生ずる理由というところは、一番

分かりやすく、具体的な記述でしたので、多

分ほかの部もこれに見習っていただければと

思うぐらいよくできておりました。 

 実は、午前中の農林水産部でも申し上げた

ことでございますが、部長の概要説明をいた

だきまして、説明資料の１ページ、これは、

筆頭課ですから、木山監理課長にちょっとお

答えいただければと思いますが、土木部は
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――ほかの部もそうかもしれませんが、特

に、さっき附属資料の話をしましたけれど

も、用地の問題とかあるいは相手方があって

いろいろな協議も必要だろうと、また、昨

今、資材が不足しているとか、技術者、労務

者が不足している等々があって、単年度で予

算を執行するのに非常に窮屈な状況と。御存

じのように、熊本地震以降、コロナの関係、

そして、この決算は令和元年度ですが、２年

度の――これからですね。災害等も経験しま

したので、よりちょっと窮屈なところになっ

ているのかなという意味では、繰越額とか不

用額が一定額、一定割合あるというのも、こ

れはやむを得ないんだろうと思っておりま

す。 

 そこでちょっと質問というのが、私、久し

ぶりの決算でございますので、この１ペー

ジ、部長から御説明がありました、翌年度繰

越額が547億円、不用額が52億円というの

は、熊本地震以後、大体これぐらいの金額で

推移してきているのか、もしくは令和元年度

が特別の事情で今までよりも多かったとか少

なかったとか、その辺のこと、まあ３年ぐら

い前とか４年ぐらい前、その辺でいいですけ

ど、ちょっと教えていただきたいと思いま

す。 

 

○木山監理課長 監理課でございます。 

 ただいま御指摘のありました繰越額並びに

不用額の推移でございますが、まず繰越額か

ら御説明申し上げます。 

 震災前の27年から28年に至りましては、約

260億の繰越しでございました。しかしなが

ら、熊本地震が発災以降、その翌年は980億

まで――これが一番多い繰越額でございます

が、980億というかなり大きな繰越額が生じ

ております。その後、年を追うごとに864

億、592億、それから今回547億余という形

で、繰越額を徐々に減らしてきていたところ

でございます。 

 ただし、今委員からもお話がございました

とおり、本年度７月には豪雨災害が発生をい

たしましたので、来年度以降はまたこの繰越

額がどうなるかというのは、しっかりと推移

を見極めたいというふうに思っております

し、しっかりと発注できるように、そこは土

木部一丸となって取り組んでいきたいという

ふうに思っております。 

 それから、不用額の推移でございますが、

これも震災前の27年で申し上げますと、約24

億の不用額でございましたが、やはり震災の

ときに82億まで不用額が膨れ上がっておりま

す。その後は、65億、53億、それから今年度

52億ということで、少しずつこちらも不用額

を減らしてきていたところではございます

が、これも、あと、先ほど申し上げたとお

り、来年度以降、豪雨災害の影響でまたこれ

がどうなるか、しっかりと見極めていきたい

というふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 はい、分かりました。 

 今のに関連しまして、いわゆる働き方改革

とか３法の改正とか、ここ数年で特に、県で

も取り組んでいるかつての３Ｋという悪いイ

メージを払拭するように、新３Ｋ、国も県も

取り組んでいらっしゃいます。できるだけ土

曜、日曜は現場も休みにするとか、あるいは

よっぽど急ぐところでない限りは、大体あま

り遅くまでは現場を動かさないとか、という

ことになると、当然、今までの平均のという

か、発注して工期が今まで１か月ぐらいだっ

たのが、例えば１か月と１週間とか、１か月

半とかって、あるいは余裕工期とかも今盛ん

に取り入れていただいておりますので。どう

してもやっぱり、悪い意味じゃなくて、日数

を確保して発注しなければならないというこ

とになると、大体傾向として、当然平均的に

日数がかかるといいますか、プラスその分お

金もかかるという傾向にあるというのは、昨
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年度ぐらいは間違いないのかなと思いますけ

れども、そういう点はどうですか。 

 

○木山監理課長 ただいまおっしゃられまし

た、例えば週休２日制の導入ですとか、工期

の適正化ですとか、発注の平準化等も含めま

して考えますと、やはり工期そのものは、若

干少しずつ延びてくるといいますか、適正工

期という形でしっかりやっていかなきゃいけ

ないということになりますので、恐らく従来

よりも工期のほうは長くなってくるという形

になるかと思います。 

 これは、先生が先ほどおっしゃったとお

り、担い手３法ですとか、そういったところ

でやっぱり働き方改革というのが一方でござ

いまして、これは何のためかといいますと、

やはり将来の担い手を確保していくといった

ところからも、若い人がどんどん建設産業に

入ってくるためには、やはり一方で建設産業

の働き方改革をしっかりとやっていかない

と、人材の確保ができていかないというとこ

ろも当然ございますので、併せて取り組んで

いかなければならないものだというふうに考

えております。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 はい、分かりました。 

 最後にといいますか、総額でと言われてみ

ると、金額は確保できていても、いわゆる発

注できる本数でいくとどうしても少なくなる

というのは、我々も、覚悟というか、認識し

ておいたほうがいいということは言えます

か。 

 

○木山監理課長 発注についての傾向は、恐

らくそれぞれのやはり現場に応じて適正に発

注していくという形になりますので、一概に

件数が減っていくとか増えていくとかいうよ

うなところまでは、ちょっと申し訳ございま

せんが、ここでは申し上げることはできませ

ん。 

 

○松田三郎委員 はい、結構です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○髙木健次副委員長 附属資料の236ペー

ジ、収入未済額の表ですが、海砂利の超過採

取による未済額、これはずっと随分長く、も

うかれこれ10年ぐらいなっとですか、これ

は。非常に長期にわたってこういう状態が続

いていますよね。先ほど死亡と出ていました

けれども、間違いだったということで、経営

不振によるこの未済額につながっていると思

うんですけれども、今の状況を、ちょっと詳

しく分かれば知らせていただけますか。 

 

○菰田河川課長 河川課でございます。 

 今御指摘のとおり、海砂利関係につきまし

ては、平成22年度及び24年度、複数年にわた

って違法採取が確認されてからこういう事案

が発生しておりまして、関係する会社がおお

むね５社ほどございます。 

 それぞれの会社につきましては、法人の登

記名義はあるという形のものや既に代表者が

死亡されているケースもございます。ですけ

ど、申し上げましたように、法人の登記があ

る以上、請求的には県としても行っていると

いうような状況でございまして、中には死亡

されていらっしゃる方もおられますけれど

も、代表者の方がちょっと逃走されていらっ

しゃる方もおられるということで、できるだ

け連絡を取りながら、かつ関係者等へも聞き

取りしながら、押さえられる財産等があれば

一生懸命押さえたいという努力はしていると

ころでございますけれども、このまま、いわ

ゆる時効というものが到達しない限りは、こ

ういう不納欠損処理とかいうのもできません

ものですから、県としては、いろいろ回収す

るための努力は一生懸命しているところでは
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ございます。 

 

○髙木健次副委員長 県のほうも一生懸命努

力はされていると思うんですけれども、なか

なかこの辺は、何といいますか、この過料の

徴収というのはできていないというような状

況だと思うんですよね。 

 ５社あるわけですよね。その５社も全部、

結局、この未済額につながっているというこ

とですかね。 

 

○菰田河川課長 ５社のうち、１社が他県の

ほうに会社としてちょっと売買されたもの、

また、２社が、代表者が死亡されておられ

て、いわゆる会社の形態的にはちょっと存在

しないもの、１社は、会社自体はあるんです

けれども、実体として動いていないもの、ま

た、もう１社は、もう本当ぎりぎりの生活で

取り組んでいらっしゃるものというような形

で、会社の形態は微妙にちょっと違うところ

ではございますけれども、それぞれ連絡取れ

る方については、県としてもコンタクトをと

りながら、一部でもお金の納付をお願いしま

すという働きかけを行っているという状況で

ございます。 

 

○髙木健次副委員長 県として、そういう、

何といいますか、債権のあれはやっていると

いうことですが、これは、向こうと話をする

機会というのはなかなか、他県に行ったり、

もう代表者も亡くなったりとかで、恐らくあ

んまりできていないんじゃないのかなと思う

んですよね。年に何回とか、定期的にそうい

う話合いをするとか、そういうことも、課

長、やっておられるのかな。 

 

○菰田河川課長 河川課でございます。 

 連絡が取れる会社につきましては、県のほ

うからも、定期的にといいますか、アポイン

トをとって接触しているような状況でござい

ます。 

 ただ、先ほど申しましたように、もう既に

代表者がおられないところとか行方不明にな

っておられるところにつきましては、連絡を

取る手段がないというのが現状でございま

す。 

 

○髙木健次副委員長 ただ、向こうの相手が

話合いに時々乗ったりとかやっとったら、な

かなか不納欠損というか、そこもできないわ

けですよね。 

 

○菰田河川課長 相手方と連絡取れる分につ

いては、そういう形では一部納付を、数万円

でも納付していただいているという状況でご

ざいますので、先ほど申しましたように、も

う会社のていをなしてないといいますか、所

在がつかめないところについては、場合によ

っては、そういう事態が考えられるのかなと

いうふうに思っているところでございます。 

 

○髙木健次副委員長 努力はされていると思

うんですけれども、何かあんまり期待はでき

ないような感じがするし、ただ、やっぱりし

っかり、これは相当以前の話であって、その

ときには、非常にこの海砂利の採取というこ

とで、余分に何か取ったようなとか、そうい

う問題もあって、これはちょっと指摘をされ

た非常に大きな問題点だったと思うんです

よ。 

 これで、おざなりでこのまま進んでいいか

というと、それもまたやっぱり県として非常

に問題じゃないのかなと思いますから、これ

は、ぜひやっぱり課長、何とかいい方向につ

ながるように、さらなる努力といいますか、

県の進め方といいますか、それをまた改めて

やってください。 

 

○菰田河川課長 今髙木副委員長のほうから

も御指摘ございましたように、県としまして
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は、少しでも多くの債権回収に努めるよう

に、粘り強く一生懸命努力したいと思いま

す。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。あ

りませんか。 

 

○池永幸生委員 説明資料の10ページですけ

れども、街路事業費で４億予算計上されてい

るけれども、一般会計の予算で対応できた、

このいきさつは、どういった感じでこういっ

た形になったのか教えてもらえますか。 

 

○馬場用地対策課長 用地対策課でございま

す。 

 特別会計で予定しておりました４億円です

けれども、実際、令和元年度予算の当初予算

が31億ほどありまして、前年度からの未繰予

算も４億ほどありまして、トータル、用地補

償費としまして、36億ほどありました。 

 ところが、昨年度の用地補償の契約実績が

32億円ほどで終わりましたものですから、特

別会計の４億円を使う必要がなくなりまし

て、一般会計の範囲内で予算を執行したとい

う状況にございます。 

 

○池永幸生委員 分かりました。 

 じゃあ、この４億は、もうそのまま繰越し

じゃなくて不用という形になるわけですね。 

 

○馬場用地対策課長 ４億円は、契約実績が

上がりますと県債を発行するという予定にな

りますので、それが不用になるという状況で

ございます。 

 

○田代国広委員長 関連でいいですか、用地

対策課。 

 

○馬場用地対策課長 はい。 

 

○田代国広委員長 一応、事業課ですけれど

も、対策課は繰越明許が１円もないんですよ

ね。課の性質上そうなるのか、恐らく皆さん

が努力されたと思いますが、ずっとやっぱり

過去から、この用地対策課というのは明許繰

越しが出ないんですか。 

 

○馬場用地対策課長 用地対策課というとこ

ろは、実際に事業を持っているわけではござ

いませんで、たまたま、この用地先行取得の

特別会計を持っていますけれども、それぞれ

の用地補償費は、それぞれの事業課が予算を

立てまして――出先にそれぞれ用地課がござ

います。そこで用地交渉を行いまして、用地

補償を執行していきますので、先ほど事業課

のほうで繰越しがいっぱい出ていまして、用

地の関係でということもありまして、その中

に用地補償費の繰越しも当然含まれている状

況にございます。 

 

○田代国広委員長 用地対策課という課名か

らすると、用地交渉の第一線で働く部署だと

思うんですけれども、意外と違いますです

ね。 

 

○馬場用地対策課長 用地対策課は、いわゆ

る用地交渉を地権者と交渉しますけれども、

例えば、道路拡幅事業で家全体にかかるやつ

は、もう移転候補として構外ですよねという

のが分かりますけれども、例えば、何センチ

しかかからないとか何メーターしかかからな

いと、敷地が広うございますというときに、

これはどういった工法でと悩むときがござい

ます、補償基準に照らしたときに。そういっ

た解決策を主に相談に乗って、こういう工法

でいこうというようなやつをやっているとこ

ろ、もう一つは、収用委員会事務局を持って

おります。 

 以上でございます。 
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○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○松田三郎委員 これは、実は午前中の農林

水産部長の説明の中にもありまして、冒頭の

上野部長も、中段ほどに、繰越事業が漁協云

々というくだりがありまして、その一番最後

のところですけれども、また、工事施工に際

し云々というところ、これはどこかな、監理

課か、川の問題ですから河川課かもしれませ

んが、以前は、ここにここまで書いてあると

いうことは、決算委員会でも以前出たという

のは、やっぱり内水面の漁協――その時代の

漁協ですね。例えば、地域によっても違っ

て、例えば私の地元の、仮にＫ漁協としとき

ましょう。県央のＭ漁協とかですね。時代に

よって、県の事業を展開する場合に、どちら

かというと、まあ振興局が主だと思いますけ

れども、振興局が発注した後は、受注業者さ

んに事実上の漁協との協議をしてもらってい

たということで、漁協のほうも、県に言うよ

りも受注業者さんにいろいろああしてくれこ

うしてくれというのの象徴的なのが、農林水

産部長とか、以前、この決算でも指摘があっ

た、根拠が不明な協賛金等々という話に発展

したんだろうと思います。 

 今日はその部分は申し上げませんが、改善

策として、工事着手前に工事内容を県が説明

し、工事着手後も、施工内容に関する調整が

必要な場合は、県も一緒に対応するというこ

とになっています。 

 今は、まあ当然と言えば当然ですけれど

も、河川関係で、当然、河川を扱う場合には

漁協との協議が必要になろうかと思います

が、まず、発注者がしっかり説明をして、前

面に出て協議をして、受注した業者さんには

あんまり負担なく施工してもらうというよう

な、きっちりしたステップ、ステップという

か、そういうことにちゃんとなっているんで

すかね、今。 

 

○菰田河川課長 河川課でございます。 

 河川工事を実施するに当たりましては、あ

らかじめ漁協さんともいわゆる事前調整が必

要になるということで、施工方法や工程等に

つきまして、十分検討、立案した上で、事前

に関係する団体さんとの協議に臨んで、実

際、現場のほうを施工させていただいている

ところでございます。 

 また、例えば、海岸関係とかもしくは河口

に隣接するような工事につきましても、ノリ

時期との整合を図る必要があるというような

状況もございますので、そういった時期と時

期の関係については調整させていただいて、

県からも説明に行って工事発注をするという

ような状況でございます。 

 

○松田三郎委員 じゃあ、これは、もちろん

道路の関係も一部、漁協との関係も出てくる

かもしれませんが、これを見る限り、繰越し

で何か漁協との協議に不測の日数がかかって

延びたという記述はあんまりないので、内水

面の漁協との協議というのは、あんまり、少

なくとも令和元年度に関しては、こじれたと

か、何か時間がかかったというようなことは

なかったんですか。 

 

○菰田河川課長 河川課でございます。 

 今回書かせていただいております繰越しに

ついては、おおむね工事箇所ごと、または事

業によっては振興局単位での事業単位という

形で書かせてもらっております。 

 主な繰越理由につきましては、調書のほう

に書いてございますように、運搬路の選定に

関して地元との調整に時間がかかったとか、

工法の選定に不測の日数を要したとか、ま

た、ケースによっては、実際の施工時期に制

約がどうしても発生しまして、漁協との調整

が必要な事案もありました。 

 ただ、調書を書く時点で、箇所ごとでどれ
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がウエートが大きいかというところで今回整

理をさせていただいておりますので、その点

御理解いただければというふうに思っており

ます。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員 いいです。 

 

○小早川宗弘委員 本資料の59ページ、港湾

課、原課長だと思いますけれども、この港湾

管理費の中で、不用額を生じた理由の中に、

国際クルーズ拠点形成事業の執行残というの

が320万円ぐらい、それと次のページ、60ペ

ージですけれども、港湾建設費という中で、

これは多分、翌年度繰越しに入っていると思

うんですけれども、備考欄の事業の概要、１

番、国際クルーズ旅客受入機能高度化事業、

これはハード整備だと思いますけれども、さ

っきの事業とこっちの事業の違いというか、

中身を教えていただきたいというふうに思い

ますし、これは翌年度繰越しの資料、この国

際クルーズ旅客受入機能高度化事業の繰越し

というところは、この附属資料の193ページ

だと思うとですよね。２つの事業を繰り越さ

れているということで、現在では、１つは10

0％の進捗状況というふうなこと、あと80％

しか進んでいない、この残りの事業というの

は何なのか、ちょっと教えてください。 

 

○原港湾課長 まず、59ページの港湾管理費

における国際クルーズ拠点形成事業の執行残

でございますけれども、こちらについては、

主に管理費ということで、例えば入港する際

の警備費とか、そういった費用を計上してい

るものでございます。あと、60ページのほう

は、今委員がおっしゃったように、ハード整

備ということになっております。 

 繰越事業ということで、193ページ、こち

らにある事業については、まず２段目の八代

港については、屋根付通路整備を行っている

ものでございます。それと、３段目につきま

しては、これは日本製紙のベルトコンベアを

移設するということで、直接、クルーズ拠点

整備事業のハードではないんですけれども、

それに附帯する工事ということで繰越しをさ

せていただいております。 

 その他については、もう100％完了してい

るところでございます。 

 以上でございます。 

 

○小早川宗弘委員 分かりました。 

 特に、国際クルーズ船については、ターミ

ナルビルが100％というか、ほぼ完成という

ふうなことで、ただし、今こういうコロナ禍

の状況の中で、クルーズ船の受入れというの

は、非常に何かいろいろと厳しいものがある

というふうに思いますし、クルーズ船が入ら

ぬだったら入らぬだったでターミナルビルは

どうなるんだと、公園、庭園整備もできてい

ますし、駐車場整備もきちっと立派なものが

できとるものですから、地元からも何かノン

シップデーで船が入らない日の利活用につい

て考えようというふうなことで、そういう協

議会のごたるともできてから今検討中であり

ますので、ぜひ県のほうも、何かそういう―

―船が多分しばらくはなかなか入らぬとじゃ

なかろうかなというふうに思いますので、せ

っかく県民の大切なお金を使って、ああいう

整備をしておりますので、どうか船が入らな

いときの利活用あるいは県民の皆さん方に楽

しんでもらえるような何か施設づくりとか、

そういったことをぜひ考えていただきたいと

いうふうに思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありますか。 

 

○松田三郎委員 附属資料の最後の241ペー

ジ、住宅課。４の未収金対策の説明がありま

したが、これに徴収員と職員て③に出てくる
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わけですけれども、ほかの部署でも、未収金

対策で、課の職員さんが連絡つけるには、朝

しか電話がつながらないとか、夜行かないと

徴収できないとかという、自分の県庁での本

業以外に時間や労力やお金やその徴収コスト

に負担がかかるぐらいならば、少しずつでも

――もう既になさっているかもしれません

が、どこかに委託するとか外注するとかとい

うことも考えたらどうですかというのを、ほ

かの部署ではしているところもあるし、これ

からやるところもあると。 

 そこで、この徴収員とわざわざなっている

のは、課の職員さんと別の方ということです

か。あるいは、もうどこかに委託なり外注し

ていることがあるのかどうかということ、２

点についてお答えいただければと。 

 

○折田住宅課長 住宅課でございます。 

 徴収の職員につきましては、会計年度任用

職員を従前から嘱託職員というような形で雇

用しているものでございます。約10名おりま

して、その徴収の方々が徴収を行っておるわ

けですけれども、大体、平成31年度で、職員

の徴収額というのが１億400万円ほどござい

ます。職員の手当といいますのは、大体1,90

0万円ぐらいですので、十分その役割を果た

していただいているのかなというところでご

ざいます。 

 ２点目の外部委託の件ですけれども、過去

にいわゆる債権回収管理業務者という形の委

託も検討してみたんですけれども、回収面と

いうところから少し見送りさせていただいた

ところでございます。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 県営住宅でもあるし、この

状況の内訳を見ますと、生活困窮の方という

ので、なかなか徴収するのも気を遣う、難し

い面もあるんだろうと思います。 

 さっき、最後におっしゃった――回収面で

検討したけど……。 

 

○折田住宅課長 回収面からちょっと、何と

いいますか、その委託費に見合った回収率が

見込めないんじゃないかということで見送ら

せていただいた経緯がございます。 

 

○松田三郎委員 いろいろ検討したけど採用

してないということも含めて御説明ありまし

たが、冒頭申し上げましたように、これから

各部署の職員はなかなか増える方向にはない

でしょうから、大切な仕事を中心に、時間が

かかったり、労力がかかったり、負担がかか

ったりというのはできるだけ、これはまあコ

ストパフォーマンス、費用対効果もあろうか

と思いますが、できるだけそういうことも大

胆に考えていただいてもいいのかなと思いま

すので、さらに必要な場合は検討を進めてい

ただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○西山宗孝委員 １ページ、監理課のほうに

お尋ねさせてもらいたいと思います。 

 今回の、全般的ですけど、土木部のほうで

は、さっき松田先生もおっしゃいましたけれ

ど、資料、結構詳しく書いてあって、分かり

やすい説明だったんですけれども、入札残で

執行残とか、残の結果は不用幾らということ

がずっと述べてあるんですけれども、その中

には、例えば、現場で調整に時間がかかった

から工期内に執行できなかったとか、いろん

な理由があると思うんですけれども、実は、

地震以降、技術の職員さん不足もあったと思

うんですけれども、取りあえず発注して、

で、現場に課題がたくさん当時は出てきて、

後ほどまた設計変更とか金額変更等々もよく

あったと、地震直後。 

 これも、元年度の決算ということに限って
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申しますと、そういう以降、技術の職員さん

不足であるとかあるいは現場調査不足である

とかということで、入札残あるいは節減対策

の結果幾ら残ったということもあるんですけ

れども、じゃあ入札後、工事過程あるいは終

わりになって金額の変更であるとか、そうい

ったことが実態としてはどうであったのか、

御説明いただければと思うんですけれども。 

 

○木山監理課長 予算の執行につきまして

は、発注をするときの現状に応じて、それぞ

れ金額に応じて発注していくわけなんです

が、当然、工事を進めていく中では、やはり

設計変更というのがどうしても出てまいりま

す。 

 この設計変更につきましては、当然、増額

する場合もございますし、減額する場合もご

ざいます。それを全部押しなべて考えまし

て、今回のこういった不用額等になってござ

いますので、この中には、一つ一つ見ればプ

ラスもマイナスもあって、結果としてマイナ

スのほうが多くなっているというような形に

なります。 

 以上でございます。 

 

○西山宗孝委員 はい、よく分かりました。 

 我々は、通常こういった決算などの機会は

ないんですけれども、振興局単位でそういっ

たお話を聞くんですけれども、今トータルと

して、精査した結果のこの金額だということ

はよく分かりました。 

 ただ、現場の理由が、現場の調整不足とか

あるいは技術屋の不足であるとか、そういっ

た点で考えますと、やっぱりせっかくの予算

投じますので、費用対効果も最大限に出した

いということで、中には、やっぱり技術管理

監督者が少ないからとか、そういったのがあ

るのかなという心配で質問したんですけれど

も、その辺りはどうでしょうか。 

 

○木山監理課長 今おっしゃっていたのは、

発注のときに、恐らく技術者が不足している

場合は、不調、不落という形で、そもそも技

術者がいないので応札できないという形で結

果として現れてまいります。 

 先ほどおっしゃられた熊本地震直後は、や

はり急いで発注をしたいという発注者側の思

いもございまして、一部設計に不備があった

状態で発注をしたということも実際はござい

ました。 

 しかしながら、その後、やはり業界ともし

っかり話をさせていただいて、当然、復旧は

急ぐんですが、やはり設計はある程度しっか

りしてないと、その後の設計変更にも大きく

影響してまいりますので、そこはしっかり取

り組んでいこうということで、現在は、でき

る限りその辺は分かる範囲で、設計もしっか

りとやった上で発注をしていくという形に切

り替えてございますので、その辺について

は、業界のほうにもしっかりと説明をさせて

いただいているところでございます。 

 

○西山宗孝委員 全体の工事に対して設計変

更が何割ぐらいの工事であったかということ

をお伺いするつもりはないんですけれども、

かなりやっぱりそういった変更は、現実に即

してですけれども、結果としての変更が多い

のかなと私も時々聞きますので、その点と、

もう一つは、技術者については、県の土木系

の職員さんを含めて、外部委託で管理されて

いるとは思うんですけれども、やっぱり県の

技術職員についての不足も、多少こういった

効率的な事業の展開では影響するのかなと思

っておりますけれども、いかがでしょうか。 

 

○木山監理課長 まず、１点目の設計変更に

ついてでございますが、こちらにつきまして

は、現在、担い手３法という形で、しっかり

と業者さんとの、要は赤字が出ないような、

必要な設計変更はしっかりやることというこ
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とで法律上もなってございますので、そこ

は、一回発注をしたらもう設計変更はしない

というようなことではなく、柔軟に対応する

ように今は取り組んでいるところでございま

す。 

 それと、２点目の技術職員の不足でござい

ますが、こちら、先ほど少し申し上げたとお

り、熊本地震以降、かなり事業量が熊本県多

くなってございます。それにつきましては、

限られた土木部の技術職員の中で、今効率的

に取り組むようにしっかりと頑張っていると

ころではございますが、いかんせん他県から

の応援も、熊本地震については、今もなお来

ていただいておりますし、また、今回の県南

のほうの豪雨災害に至りましても、他県から

の応援をお願いしているような状況でござい

ます。また、今後、不足している人員につき

ましては、任期付職員の採用等も検討してご

ざいますので、そういったところを含めて、

できる限りの職員を配置いたしまして、発注

に支障がないように、しっかりと業界とも話

ができるように、その辺りは対応をできる限

りのことはしていきたいというふうに思って

おります。 

 以上でございます。 

 

○西山宗孝委員 市町村もそうなんですけれ

ども、県も、土木部としてそういった土木部

の――恐らく今後は職員が増えることはない

だろうと松田先生からもお話ありましたけれ

ども、土木部の技術系としても、しっかり人

事体制も強化していただかないと、振興局あ

たりが今、例えば部長、次長級があったりし

ますけれども、今回の人事異動で次長さんが

抜けとったとか、そういった不足も聞かれま

すので、ぜひとも、事業効率化を進める上で

も体制をつくっていただきたいというように

思います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 全体的に言えることです

けれども、非常にやっぱり今回の決算をして

みて目につくのが、繰越明許ですね。また、

事故繰越も散見されますけれども、以前は明

許繰越しは極めて――されとった点があった

んですけれども、その結果として、特に土木

においては、年度末、３月に事業が集中いた

しまして、各地で通行止め等々がございまし

て、その結果として、また５月、６月は全く

仕事がなくなってしまいまして、そういった

経緯を踏まえて、この明許繰越しを活用して

事業の平準化を図ろうと、そういった視点か

らこの明許繰越しがある程度、まあ寛容と申

しますか、になってきたわけでございます。 

 しかし、原則は、当初予算は、補正は別と

して、単年度決算が原則でありますので、そ

ういった視点は十分しっかりと自覚されて取

り組んでいただきたいと。もちろん、そうい

った意味で取り組んできた結果が、今のそう

かもしれませんけれども、なお一層取り組ん

でいただきたいというふうに思いますが、い

かがでしょうか。 

 

○木山監理課長 監理課でございます。 

 まず、事業の平準化でございますが、委員

長がおっしゃったとおり、これまで、本来は

単年度で発注していければ一番理想なんです

が、どうしても様々な要因が重なりまして繰

越し等になってございます。 

 熊本地震以降、やはり繰越しが増えたため

に、４月、５月、６月の発注につきまして

は、これは国のほうが平準化率というのを全

国押しなべて公表しているんですが、熊本県

は、全国でも上位のほうに位置しているぐら

い平準化はされているといった状況でござい

ます。また、一方で、ゼロ県債ですとか、そ

ういった発注のほうも毎年行っておりまし

て、４月からすぐ発注できる体制も整えてい

るところでございます。 



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和２年10月20日) 

 - 53 - 

 それから、単年度決算、おっしゃるとお

り、しっかりと私たちもそこら辺は意識しな

がら発注には努めていきたいというふうに思

っております。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 なければ、これで土木部

の審査を終了します。 

 次回の第６回委員会は、10月23日金曜日午

前10時に開会し、教育委員会、企業局、病院

局の審査を行うこととしておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 御苦労さまでした。 

  午後２時40分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により
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